
- 1 -  

 

 

（外部評価用） 

自己点検・評価書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2025 年11月 

 

 

九州大学 薬学部臨床薬学科 



- 2 -  

■ 薬科大学・薬学部（薬学科） の正式名称と定員 

 

 

国立大学法人九州大学 薬学部臨床薬学科 

 

入学定員（  30  ）名, 収容定員（  180  ）名 

 

■所在地 

〒812-8582 

福岡県福岡市東区馬出 3-1-1 

 

 

 

■薬学部が併設する４年制学科があるとき（ 複数あるときはすべて記載ください）

学科名：創薬科学科 入学定員（  49  ） 

 

 

 

 

■ 医療系学部があるとき該当する学部に○ をいれてください。名称が異なる場合は、 

（ ） の右に正しい学部名称をいれてください。 
 

医学部 （○） 医学部医学科 

歯学部 （○） 歯学部歯学科 

看護学部 （○） 医学部 保健学科 看護学専攻 

保健医療学部 （○） 医学部 保健学科 放射線技術科学専攻・検査技術科学専攻 

 

 

■ 大学の建学の精神および教育理念 

九州大学は、自律的に改革を続け、教育の質を国際的に保証するとともに常に未来の課題に挑戦する

活力に満ちた最高水準の研究教育拠点となることを基本理念とし、以下のような教育憲章と学術憲章を

掲げている。 

 

九州大学 教育憲章 

第１条（趣旨） 

 九州大学は、日本国民のみならず、世界中の人々からも支持される高等教育を一層推進するために、この教育

憲章を定めることとする。 

 

第２条（教育の目的） 

 九州大学の教育は、日本の様々な分野において指導的な役割を果たし、アジアをはじめ広く全世界で活躍す

る人材を輩出し、日本及び世界の発展に貢献することを目的とする。 

 

第３条（人間性の原則） 

 九州大学の教育は、秀でた人間性を有する人材を育成し、上記の目的を達成するために、次のことを指向する

こととする。 

(a) 人間の尊厳を守り、生命を尊重すること。 

(b) 人格、才能並びに精神的及び肉体的な能力を発達させること。 

(c) 真理と正義を愛し、個性豊かな文化の創造をめざすこと。 

(d) 自然環境を守り、次世代に譲り渡すこと。 
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第４条（社会性の原則） 

 九州大学の教育は、秀でた社会性を有する人材を育成し、上記の目的を達成するために、次のことを指向する

こととする。 

(a) 自由な社会に積極的に参加し、勤労を尊び、責任ある生活を送ること。 

(b) 基本的人権を尊重すること。 

(c) 両性の平等を尊重すること。 

(d) 必要な政治的教養を含む市民的公共性を育成すること。 

 

第５条（国際性の原則） 

 九州大学の教育は、秀でた国際性を有する人材を育成し、上記の目的を達成するために、次のことを指向する

こととする。 

(a) アジアをはじめ全世界の人々の文化的、社会的、経済的発展に寄与すること。 

(b) 種族的、国民的及び宗教的集団の間の理解、寛容及び友好を促進すること。 

(c) 世界の平和に貢献し、将来の世代を戦争の惨害から守ること。 

(d) 国際連合憲章の謳う原則を尊重すること。 

 

第６条（専門性の原則） 

 九州大学の教育は、秀でた専門性を有する人材を育成し、上記の目的を達成するために、次のことを指向する

こととする。 

(a) 人間性の原則、社会性の原則及び国際性の原則並びに実際の生活に即して、専門性を深化、発展させること。 

(b) 科学技術の発達と学術文化の振興を融合させること。 

(c) 独創性、創造性を重視すること。 

(d) 専門家としての職業倫理を育成すること。 

(e) 学問の自由及び専門家の自律性を尊重すること。 

 

第７条（一体性の原則及び職責の遂行等） 

九州大学は、全学一体となって、上記の教育目的及び原則の達成に取り組むこととする。九州大学の教職員及

び学生は自己の使命を自覚し、その職責等の遂行に努めなければならない。前項の職責を遂行するために、教

育研究組織の自治及び構成員の身分は尊重されなければならない。 

 

 

九州大学 学術憲章 

第１条（趣旨） 

 九州大学は、より善き知の探求と創造・展開の拠点として、人類と社会に真に貢献し得る研究活動を促進してゆ

くために、この学術憲章を定めることとする。 

 

第２条（研究の使命） 

1. 九州大学は最高学府として、人類が長きにわたって遂行してきた真理探求の道とそこに結実した古典的・人間

的叡知とを尊び、これを将来に伝えてゆくことを使命とする。 

2. 九州大学はまた、諸々の学問における伝統を基盤として新しい展望を開き、世界に誇り得る先進的な知的成

果を産み出してゆくことを使命とする。 

 

第３条（研究の理念と倫理性） 

1. 九州大学は、伝統に学びそこに見られる知的探求を尊びつつ、現代に生きる我々に相応しい知の深化と発展

とを指向する。 

2. 九州大学は、創造的かつ独創的な学術研究を重視し、学問の自由および研究者の自律性を尊重する。 

3. 九州大学はさらに、人間的叡知と科学的知識との調和に努めつつ、諸々の知の実践的価値を追求してゆく。 

4. 九州大学は、科学が自然環境と人類の生存とに重大な影響を与えることをつねに顧慮し、自らの良心と良識と

に従って、社会の信頼に応え得る研究活動の遂行に努める。 
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第４条（研究の社会的・国際的貢献） 

1. 九州大学は、大学の理念としての真理探求の精神を堅持すると共に、その研究活動を通じて、長期的な視野

のもと、人類の福祉と文化の発展、ならびに世界の平和に貢献してゆくべく努める。 

2. 九州大学の研究はまた、普遍性と汎用性を目指して広く社会の要請に応え、かつその立地する地域社会に貢

献するものとなるよう努める。 

3. 九州大学は、開かれた大学としてその研究成果を学外に開示し、さらには活発な情報発信や人的交流、諸研

究機関や産業界との連携に努めながら、学術研究の国際的拠点となることを目指す。 

 

第５条（研究と教育の融合） 

 九州大学は、世界的に活躍し得る人材を育成し輩出する使命を有しており、研究と教育との機能を調和・融合さ

せながら、人類の未来を託するに足る人材の養成を目指す。 

 

第６条（一体性と職責の遂行） 

 九州大学は、教職員と学生とが一体となって、上記の事柄の達成に取り組むこととする。九州大学の教職員と学

生は自己の使命をよく自覚し、それぞれの責任の遂行に努めなければならない。
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【基準 １ -１】 

薬学教育プログラムにおける教育研究上の目的が、大学又は学部の理念及び薬剤

師養成教育として果たすべき使命を踏まえて設定され、公表されていること。 

注釈：「薬学教育プログラム」とは、６ 年制におけるプログラムを指す。複数学科を持 

つ場合は、教育研究上の目的を学科ごとに定めること。 

１ 教育研究上の目的と三つの方針 

 

 

【観点 1-1-1 】教育研究上の目的が、医療を取り巻く環境、薬剤師に対する社会のニーズ

を反映したものとなっていること。 

【観点 1-1-2 】教育研究上の目的が、学則等で規定され、教職員及び学生に周知が図られ

るとともに、ホームページ等で公表されていること。 

 

［現状］  

【観点 1-1-1 】 

薬学は物質の科学と生体の科学との融合深化を図るとともに、人々の健康の維持・増進のため疾病の

予防・治癒に向けた医薬の創製とその適正使用及び環境に関わる科学を体系的に探究し、その成果を具

体的な科学技術や技能として社会へ還元することによって人類の医療・福祉に貢献する学問分野である。

21世紀の人々の健やかな生活のためには、難病と新興疾患に対する画期的な治療薬の創出がこれまで以

上に望まれている。それには、創薬に関わる科学、医薬品の科学及び健康科学についての確固たる専門

的能力に立脚した総合力に加え、問題解決能力を持った研究者の育成が必要不可欠である。 

一方、近年の医療の高度化、複雑化、高齢社会の到来、医薬分業の急速な進展等の状況の中、薬剤

師には、医薬品の適正使用を推進するため、服薬指導·薬歴管理・リスクマネジメント・安全な薬物療法の提

供・医薬品情報の伝達や治験の推進等の業務など、これまで以上に医療の担い手としての役割を果たすこ

とが強く求められている。薬局においても一層のサービス向上の推進や、病院においては医療チームの一

員として、薬剤師の積極的な役割が増大している。このことから、基礎的な知識・技術はもとより、高い倫理

観、医療人としての教養、医療現場に通用する実践力など、薬剤師の資質の一層の向上を図る必要がある。

このように新しい時代が必要とする薬学を担う人材を養成するため、平成18年度より九州大学薬学部は創

薬科学科（4年制）と臨床薬学科（6年制）の二学科制となった。また、近年の薬学を取りまく環境がグローバ

ル化していることから、令和元年度入学生から創薬科学科に国際コースを設置した。 

九州大学では、全学的な教育改革の方針・計画等の企画・立案等を行うための教学マネジメント組織と

して、「教育改革推進本部」を設置している。同本部では、学修者本位の教育を推進する全学指針として

「教学マネジメントの枠組み」を策定し（根拠資料1-1-1）、2018年度から2019年度にかけて同枠組みの理念

の実現に向けて既存の3ポリシーおよびカリキュラム・マップの見直しと更新を行ってきた。その過程の中で

薬学部に置く各学科及び創薬科学科国際コースの教育研究上の目的を定め、各学科・コースにおける教

育の目的を学則で以下のように定めている。 
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九州大学薬学部規則  

第1章 総則 

目的 

第1条の2 本学部は、医療に直接携わる薬剤師、薬の創製に関する基礎および応用研究者、さらにこれ

らの分野で指導的役割を担う人材を組織的に養成する。 

第2条   本学部は、医療に直接携わる薬剤師、薬の創製に関する基礎および応用研究者、さらにこれ

らの分野で指導的役割を担う人材を組織的に養成する。本学部に置く各学科及び次条に定

める国際コースの目的は、次に掲げるとおりとする。 

1. 創薬科学科 創薬研究に関する教育を強化し進めることで、最先端の創薬研究に対応でき

る高い能力を持った国際的に活躍できる研究者や指導者の養成 

2. 臨床薬学科 薬剤師としての基礎知識、技術や高い倫理観、医療従事者としての教養、医

療現場での通用する実践力等を持つ医療薬学の将来を担う人材の養成 

3. 創薬科学科国際コース     人類の健康への貢献を目指し、薬学に関する基礎的な知識・技

術を授け、創薬に係わる研究・開発・教育に関して高い能力を持つとともに、即戦力として、

国際化する創薬研究を牽引できる十分な英語運営能力を有する人材の養成 

 

【観点 1-1-2 】 

これら教育研究上の目的は「九州大学薬学部規則（平成16年度九大規則第114号・最終改正：令和7年

4月1日・令和6年度九大規則第70号）」として、本学のホームページ（根拠資料1-1-2）および九州大学薬

学部の学生便覧「2025 修学のてびき」に掲載している（資料2-1, P.29）。 
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【観点 1-2-1 】卒業の認定に関する方針では、卒業までに学生が身につけるべき資

質・能力が具体的に設定されていること。 

注釈：「卒業までに学生が身につけるべき資質・能力」は、知識・技能、思考力・判断力・ 

表現力等の能力、主体性を持って多様な人々と協働する態度等を指す。 

【観点 1-2-2 】教育課程の編成及び実施に関する方針では、卒業の認定に関する方針を

踏まえた教育課程編成、当該教育課程における教育内容・方法、学修

成果の評価の在り方等が具体的に設定されていること。 

【観点 1-2-3 】教育課程の編成及び実施に関する方針は、学習の質を重視し、学習・教

授方法及び成績評価のための課題が意図する成果のために想定された

学習活動に整合するように設定されていることが望ましい。 

【観点 1-2-4 】入学者の受入れに関する方針では、卒業の認定に関する方針並びに教育

課程の編成及び実施に関する方針を踏まえ、どのような学生を求め、

多様な学生をどのように評価・選抜するか等が具体的に設定されてい

ること。 

【観点 1-2-5 】三つの方針が、教職員及び学生に周知が図られるとともに、ホームペー

ジ等で公表されていること。 

 

［現状］  

【観点 1-2-1 】 

本学部臨床薬学科の学生が卒業までに身につけるべき資質・能力は、「卒業認定・学位授与の方針」

（ディプロマ・ポリシー）において以下のように設定している（根拠資料1-2-1）。 

 
九州大学薬学部臨床薬学科 ディプロマ・ポリシー 

薬学部臨床薬学科は、薬剤師としての基礎知識、技能や高い倫理観、医療従事者としての教養、医

療現場で通用する実践力などを持つ医療薬学の将来を担う人材の育成を目的とする。本学部臨床薬学

科で育成する薬剤師とは「研究者マインドを持つ薬剤師」を意味しており、研究を通して課題を探究する

能力と問題を解決する能力を育成するカリキュラムを設置していることを特徴とする。臨床薬学科では、基

礎薬学としての化学系薬学や物理系薬学ならびに生物系薬学を体系的に学ぶとともに、高度な医療薬

【基準 １ -２】 

教育研究上の目的に基づき、三つの方針が一貫性・整合性のあるものとして策

定され、公表されていること。 

注釈：「三つの方針」とは、学校教育法施行規則第165条の2に規定されている「卒業の

認定に関する方針」、「教育課程の編成及び実施に関する方針」及び「入学者の受入

れに関する方針」を指す。なお、それぞれこれらの策定及び運用に関するガイドライ

ンに記載されている「卒業認定・学位授与の方針」（ ディプロマ・ポリシー）、「教

育課程編成・実施の方針」（ カリキュラム・ポリシー） 及び「入学者受入れの方

針」（ アドミッション・ポリシー） と同じ意味内容を指すものである。 
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学の基礎的および臨床的教育を学修し、さらに臨床にかかわる実践的な実務能力を持つことが求められ

る。そして、医療薬学の将来を担う指導者、教育者、研究者へと発展可能な人材に学士（薬学）の学位を

付与する。本学部（臨床薬学科）において学んだ学生は、卒業（学位の授与）に際して、以下の学修目標

に到達することが期待される。 

 

学修目標 

カリキュラム作成の基本となる考え方を以下に列挙する。 

A. 主体的な学び・協働 

A-1. 深い専門知識と豊かな教養を背景とし、自ら問題を見出し、創造的・批判的に吟味・検討すること

ができる。 

A-2. 多様な知の交流を行い、他者と協働し問題解決にあたることができる。 

A-3. プレゼンテーション及び討論の基礎能力を備えている。 
 

B. 知識・理解の習得（知識・理解） 

B-1. 化学系薬学、物理系薬学、生物系薬学及び医療系薬学を基盤とした幅広い知識を理解し、論理

的に思考できる。 

B-2. 医薬品の適正使用を推進するため、服薬指導・薬歴管理・リスクマネジメント・効果的で安全な薬

物療法の提供など、薬剤師としての知識を持っている。 

B-3. 治験や臨床試験など、医薬品開発に関する業務、プロセス、法律一般について基礎的な内容を

理解している。 
 
C. 知識・理解の応用（適用・分析） 

C-1. 国際的に活躍できる基礎的な能力を持っている。 

C-2. 治験や臨床試験のプロトコール作成などを通して医薬品開発の一端を担う技能を習得している。 

C-3. 将来、指導的な立場で活躍できるよう、的確で総合的な判断力と課題を探究する基礎的な能力を

習得している。 
 
D. 新しい知見の創出（評価・創造） 

D-1. 臨床研究に関わる課題の探究や問題を解決する基礎的な能力を醸成する。 

D-2. 自ら主体的に創薬研究を遂行するための基礎能力を持っている。 
 
E. 知識・理解の実践的場面での活用（実践） 

E-1. 医薬品の適正使用を推進するため、服薬指導・薬歴管理・リスクマネジメント・効果的で安全な薬

物療法の提供など、薬剤師としての技能を習得している。 

E-2. 豊かな人間性とともに、医療人としての深い感性や高い倫理観を持っている。 

E-3. チーム医療に参画するための基礎的な知識、技能およびコミュニケーション能力を持っている。 

 

【観点 1-2-2 】【観点 1-2-3 】 

九州大学薬学部臨床薬学科 カリキュラム・ポリシー 

本学部臨床薬学科の「教育課程の編成及び実施に関する方針」（カリキュラム・ポリシー）において、卒

業の認定に関する方針を踏まえた教育課程編成、当該教育課程における教育内容・方法、学修成果の

評価の在り方等を以下のように設定している（根拠資料1-2-1）。 
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カリキュラムの概要 

アクティブ・ラーニングを重視する科目、ICT国際社会に必要な能力の向上を目指す科目、教養として

の言語運用能力習得と異文化理解を目指す科目、専攻教育を通して英語力習得を目指す科目、専攻

教育につながる基礎的知識と様々な分野の思考法を学ぶ科目、ライフスキルの向上を目指す科目、多

様な知識の獲得と学びの深化を目指す科目などの基幹教育科目を通して、ディプロマ・ポリシー

（DP）の学修目標に掲げた「主体的な学び・協働 (A-1, 2, 3)」を培う。そのうえで、学科必修科目及び

選択科目を通して、以下の通り、学修目標の達成に向けた学修を進める。 

臨床薬学科への導入専門科目、薬学中核専門科目・薬学応用専門科目である化学系薬学、物理系

薬学、生物系薬学、医療系薬学などに関する授業項目を通して、「知識・理解の習得（知識・理解）（DP

学修目標；B-1, 2, 3）」を目指す。さらに、薬学基礎実習などに関する授業科目を通して、「知識・理解の

応用（適用・分析）（DP学修目標；C-1, 2, 3）」を育成する。また、演習系科目などに関する授業科目を通

して、さらに、総合的な授業科目である卒業研究・アドバンスト実務実習では、各授業科目を通して習得さ

れた知識・能力の体系化を図るとともに、問題解決能力及び問題発見能力を鍛え、「新しい知見の創出

（評価・創造）（DP学修目標；D-1, 2）」を育成する。そして、インフォームド・コンセント、チーム医療演習、

臨床倫理、薬局実務実習、病院実務実習などを通して、医療人としての基礎的な能力、態度、及び倫理

観を鍛え、「知識・理解の実践的場面での活用（実践）（DP学修目標；E-1, 2, 3）」に繋ぐ。 

 

カリキュラムの基本構造 

Ø 6年の教育課程を前期3年、後期3年として捉える。このため、前期では基礎的な薬学系科目を中心と

して、人文科学と自然科学を含む幅広い教養教育を重視したカリキュラムを組んでいる。後期では医

療薬学系の科目や薬剤師の職能教育に必要な実践的な薬学系科目を組んでいる。 

Ø ４年次の後期に行われる共用試験（薬局や病院の現場に出る前に、実務実習に必要な基本的な知

識・技能・態度を身につけていることを保証するために行われる試験）に合格すると、5年次に行われる

実務実習を行うことができる。 

Ø 5年次に医療従事者としての薬剤師養成のため、また薬学生が薬剤師の業務を体験する機会として、

22週間間の業務参加型の実務実習を病院と薬局で行う。実務実習は、医療現場で実務についている

指導薬剤師の方々と本学科の教員とが協力して実施する。 

Ø 本学科の特徴として、研究者マインドを持つ薬剤師としての素養を身につけるため、3年後半から6年

次に研究室に所属して、経験豊富な教員の指導の下で、個別に卒業研究を行う。 

Ø 臨床薬学科を卒業すると薬剤師国家試験受験資格が与えられる。 

 

教育指導体制 

臨床薬学科では4年次までは、講義と実習・演習が中心の教育を行う。社会科学科目や言語文化科

目などの教養関連科目を除き、薬学に関連する専門教育は創薬科学科および臨床薬学科の教員が協
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力して全員で行う。3年後半から6年次に行う卒業研究は、学生が所属する研究分野の教員による個別指

導によって行う。 

 

アセスメント・プラン 

学修状況は下記の各期に記した指標に基づいて客観的に評価し、学士課程の修了認定を行っている

（限定資料9）。 

Ø 「導入・基礎」期の基礎学力評価：導入期に学力調査を実施して学生の基礎学力を評価し、その後、

基礎科目の習得度を成績分布（限定資料2）や授業アンケート（限定資料13）を通じて確認する。 

Ø 「発展」期の評価：専攻教育科目を中心とした重点科目を設定し、各科目の中で焦点化した知識・能

力の習得度を、成績分布（限定資料2）や授業アンケート（限定資料13）、さらに実務実習事前学習

における評価ならびにOSCE、CBTを通じて確認する。 

Ø 「統合」期の評価：認定実務実習指導薬剤師および学生担当教員による実務実習の到達度評価

（限定資料7、8）、複数指導教員による「卒業研究」の評価（口頭発表・質疑応答等；限定資料6）、さ

らに薬剤師国家試験の結果をもとに、学修状況を客観的に評価する。 

 
また、2024年度入学者からは、1年毎（進級時の4月）に、ディプロマ・ポリシーに掲げた学修目標の各

項目について自己評価を実施し、到達度の確認を行っている（根拠資料1-2-2、 限定資料30）。 

 

【観点 1-2-4 】 

九州大学薬学部臨床薬学科 アドミッション・ポリシー 

本学部臨床薬学科の「入学者の受入れに関する方針（アドミッション・ポリシー）」は、「卒業認定・学位授

与の方針（ディプロマ・ポリシー）」及び「教育課程の編成及び実施に関する方針（カリキュラム・ポリシー）」

を踏まえ、以下のように設定している（根拠資料1-2-1）。 

 

求める学生像 

近年、医療の高度化、複雑化、高齢社会の到来、医薬分業の進展など薬剤師を取り巻く環境が

大きく変化している。このような状況下で、薬剤師は最適な薬物療法の提供、服薬指導、医療へ

の安全対策など、幅広い分野において独自の役割を果たすことが、強く求められるようになって

きた。また、薬剤師としての基礎知識や技能、高い倫理観はもとより、医療従事者としての教養、

医療現場で通用する実践力など、これまで以上に高い資質を持った薬剤師を養成することが求め

られている。九州大学の薬学部臨床薬学科は、広い視野と豊かな人間性を有し、かつ医療従事者

として質の高い薬剤師教育を行い、医療薬学の将来を担う人材を育成することを教育理念として

いる。 

 臨床薬学科では、基礎薬学としての化学系薬学や物理系薬学ならびに生物系薬学を体系的に学

ぶとともに、高度な医療系薬学の基礎的および臨床的教育を行い、さらに臨床にかかわる実践的
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な実務能力を培う。医療従事者として広範な視野を持ち、医療現場で指導的役割を担う薬剤師を

育成する。また本学科で育成する薬剤師とは「研究者マインドを持つ薬剤師」を意味しており、

研究を通して課題を探究する能力と問題を解決する能力を育成する。以上のような目的のため、

下記の条件に合う学生を求めている。 

・ 科学研究に対して高い興味や関心を持ち、研究者や指導者として育つ素養がある。 

・ 高等学校卒業レベルの十分な基礎学力を持つとともに、理科科目(化学、生物および物理)に対

して強い興味を持つ。 

・ 医療人として患者や医療従事者等とコミュニケーションを取ることができ、医療人としての倫

理観が育つ素養を持つ。 

・ 将来の国際的な活躍のための基盤となりうる十分な英語の基礎学力をもつ。 

 

求める学生像と学力３要素との関係 

・ 知識・技能：高等学校等における基礎的教科・科目の履修を通して獲得される知識・技能。特に、

化学系、物理系、生物系、医療系の基礎学問の習得が必要であるため、理科科目に対する強い

興味と十分な素養、および、基本的な英語力を持っていること。さらに、薬剤師としての基礎

知識、技能を習得するため積極的に努力する素養を持っていること。 

・ 思考力・判断力・表現力等の能力：知識を活用し、多角的に考え、客観的に評価できる素養を持

っていること。さらに、創造力、指導力、国際性、に加え、薬剤師としての高い倫理観を磨く

ため積極的に努力する素養を持っていること。 

・ 主体性を持って多様な人々と共同して学ぶ態度：科学研究に対する関心。理科科目(化学、生物お

よび物理)に対する興味。自分の考えを持ち、的確にそれを伝え、さらに異なる考えも尊重して

コミュニケーションを積極的に行う素養を持っていること。さらに、医療従事者としての教養、

医療現場で通用する実践力を磨くため積極的に努力する意欲を持っていること。 

 
入学者選抜方法との関係 

 
① 知識・技能 

②思考力・判断力・ 

表現力等の能力 

③主体性を持って多様な 

人々と協働して学ぶ態度 

一般選抜 

（前期） 

大学入学共通テスト 

調査書 

個別学力検査 

個別学力検査 

個人面接＊ 

調査書 

個人面接＊ 

一般選抜 

（後期） 

大学入学共通テスト 

調査書 
個人面接 

調査書 

個人面接 

＊令和7年度入試から導入 

【観点 1-2-5 】 

これら「三つの方針」は、九州大学薬学部のホームページ（根拠資料1-2-1）および九州大学薬学部の

学生便覧「2025 修学のてびき」に掲載しているほか（資料2-1, P49〜P.53）、新入時のオリエンテーション

等で学生に直接伝えている。
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［現状］  

九州大学では、全学的な教育改革の方針・計画等の企画・立案等を行うための教学マネジメント組織

として、「教育改革推進本部」を設置している。同本部では、学修者本位の教育を推進する全学指針とし

て「九州大学教学マネジメント枠組み」を策定し（根拠資料1-1-1）、2018年度から2019年度にかけて同枠

組みの理念の実現に向けて既存の3ポリシーおよびカリキュラム・マップの見直しと更新を行ってきた。 

その過程の中で薬学部に置く各学科における教育研究上の目的及び三つの方針は、2019年8月21

日開催の薬学部教務委員会で検討され（根拠資料1-3-1）、2019年8月28日の薬学部教授会において審

議・承認された（根拠資料1-3-2）。これら「九州大学薬学部における教育の目標」及び「薬学部教育研究

上の目的と三つの方針」は、医療を取り巻く環境や薬剤師に対する社会的ニーズの変化を反映したもの

であり、本学が掲げる「総合知で社会変革を牽引する大学（Kyushu University VISION 2030）」を実現す

るため、研究を通して課題を探究する能力と問題を解決する能力を有した「研究者マインドを持つ薬剤師」

の育成を目指すことを明示した。また、2022年度から2024年度にかけては、ディプロマ・ポリシーに照らし

て、アドミッション・ポリシーの見直しを行い（根拠資料1-3-3、根拠資料1-3-4）、科学への関心、研究に

対する興味、医療従事者としての素養や倫理観を問う目的で、令和7年度からの臨床薬学科の学部入試

（前期日程）に「個別面接」を導入した（資料8-1、資料8-2、資料8-3、限定資料11）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【基準 １ -３】 

教育研究上の目的及び三つの方針が定期的に検証されていること。 

注釈：「検証」は、医療を取り巻く環境や薬剤師に対する社会のニーズの変化を調査した

結果等を踏まえて行うこと。 
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[教育研究上の目的と三つの方針に対する点検・評価］ 

【基準 1-1】 教育研究上の目的の設定・公表 

九州大学薬学部臨床薬学科における教育研究上の目的は、「研究者マインドを持つ薬剤師の育成」

を中心に据え、疾病の予防や治療に資する医薬品の創製と適正使用を通じて人類の健康と福祉に貢献

するという薬学の使命を踏まえて設定されている。この目的は、近年の医療の高度化・複雑化、高齢化社

会の進展、さらには医薬分業の発展といった社会環境の変化を反映し、薬剤師に求められる役割を明確

に示している。具体的には、服薬指導や薬歴管理、リスクマネジメント、安全な薬物療法の提供、臨床研

究の推進など、多様な業務を遂行できる人材像を掲げ、それを教育の中心的目標としている。また、この

教育研究上の目的は「九州大学薬学部規則」に明記され、教授会の審議・承認を経て制度的に整備され

ている。さらに、九州大学の公式ホームページや薬学部の学生便覧「2025修学のてびき」を通じて公表さ

れ、教職員・学生・受験生に周知されている（根拠資料1-2-1、資料2-1）。 

以上のことから、教育研究上の目的は社会の要請と大学の理念を的確に反映し、制度的に整備・公

表されているため、基準1-1を満たしているといえる。 

 

【基準 1-2】 三つの方針の策定・公表 

臨床薬学科の三つの方針（ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシー、アドミッション・ポリシー）は、

教育研究上の目的に基づき、一貫性と整合性をもって策定している（根拠資料1-2-1）。 

ディプロマ・ポリシーでは、卒業までに修得すべき資質・能力を「主体的な学び・協働」「知識・理解」

「適用・分析」「評価・創造」「実践」の5領域に整理し、具体的な学修目標を明示している。カリキュラム・ポ

リシーでは、これら学修目標の達成を保証するため、基幹教育科目から専攻教育科目、実務実習・卒業

研究までを体系的に構成し、アクティブ・ラーニングや実務実習、研究活動を通じて多面的に評価する仕

組みを整えている。また、アドミッション・ポリシーでは、研究に対して興味を持ち、科学への関心や医療

従事者としての素養や倫理観を備えた学生像を掲げ、学力の3要素（知識・技能、思考力・判断力・表現

力、主体性・協働性）との対応関係を明確にしたうえで、入試制度（共通テスト、個別学力検査、個人面接）

に反映させている。さらに、2024年度入学者からは、ディプロマ・ポリシーの各学修目標に基づく自己評

価を実施し、到達度を確認する仕組みが導入され（根拠資料1-2-2、限定資料30）、教育課程と学修成

果の連動をより明確化している。 

これら三つの方針は教授会での審議・承認を経て規定され、学部ホームページ（根拠資料1-2-1）や学

生便覧「修学のてびき（資料2-1）」、新入生オリエンテーション（資料4）等を通じて周知されており、教育研

究上の目的とも整合し、体系的かつ透明性をもって策定・公表されていることから、基準1-2を満たしている

といえる。 

 

【基準 1-3】 定期的な検証 

臨床薬学科における教育研究上の目的と三つの方針は、社会的ニーズや教育環境の変化を踏まえ、

定期的に検証・改訂が行われている。2018〜2019年度にかけて全学的な「九州大学教学マネジメント枠組
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み」が策定された際には、薬学部でも教育研究上の目的と三つの方針の見直しが行われ（根拠資料1-3-

1、根拠資料1-3-2）、「研究者マインドを持つ薬剤師の育成」という教育目標を一層明確化するとともに、

ディプロマ・ポリシーやカリキュラム・ポリシーの体系が再構築された。さらに、2022〜2024年度にはカリキュ

ラム検討委員会と入試委員会が連携し、ディプロマ・ポリシーに照らしてアドミッション・ポリシーの見直を行

い（根拠資料1-3-3、根拠資料1-3-4）、令和7年度からの臨床薬学科の学部入試（前期日程）に「個別面

接」を導入する改訂が行われている（資料8-1、資料8-2、資料8-3、限定資料11）。このような具体的な見

直し事例により、目的と方針が単なる理念表明ではなく、実際に運用される教育体制に反映されていること

を示している。 

以上のように、カリキュラム検討委員会・教務委員会・入試委員会・教授会を中心とした教学マネジメン

ト体制のもとで、社会的要請や教育環境の変化を踏まえ、定期的に点検・改訂を行い、その内容を学則・

学生便覧「2025 修学のてびき」・学部の公式ホームページ等を通じて周知・公表する体制が整えられてい

る。整備された体制のもと、教育研究上の目的と三つの方針は継続的に検証・更新され、その結果が適切

に公表されていることから、基準1-3を満たしているといえる。 

 

＜優れた点＞  

ディプロマ・ポリシーの学修目標を基盤として、2024年度入学生から自己評価を取り入れたアセスメント・

プランを導入している。この仕組みにより、学修成果が可視化され、教育課程と学修到達度の連動を担保

している。これは「九州大学教学マネジメント枠組み」の理念と整合しており、全学的な教育改革の方針に

沿った取組みとなっている（根拠資料1-1-1）。 

 

＜ 改善を要する点＞ 

特になし。ただし、社会的要請や医療を取り巻く環境の変化を踏まえ、今後も本学の教学マネジ

メント体制を通じて、教育研究上の目的および三つの方針について継続的に検証・改善を図って

いく必要がある。 
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【基準 ２ -１】 

教育研究上の目的及び三つの方針に基づく教育研究活動について、自己点検・評

価が適切に行われていること。 

２ 内部質保証 

 

【観点 2-1-1 】自己点検・評価が組織的かつ計画的に行われていること。 

注釈：必要に応じて外部委員又は当該学部の６年制課程の卒業生を含むこと。また、

本機構の評価を受審する時だけでなく、計画的に実施されていること。 

【観点 2-1-2 】自己点検・評価は、教育研究活動に対する質的・量的な解析に基づいてい

ること。 

注釈：「質的・量的な解析」の例示。 

• 学習ポートフォリオ等を活用した学習達成度 

• 卒業の認定に関する方針に掲げた学修成果の達成度 

• 在籍（ 留年・休学・退学等）及び卒業状況（ 入学者に対する標準修業年限内

の卒業者の割合等） の入学年次別分析等 

【観点 2-1-3 】自己点検・評価の結果がホームページ等で公表されていること。 

 

［現状］ 

【観点 2-1-1 】 

薬学部における自己点検・評価は、本学の教育企画委員会が策定した「教育の内部質保証に関する実

施要項（根拠資料2-1-1）」及び大学評価委員会が策定した「教育の内部質保証に関するガイドライン（根拠

資料2-1-2）」に従い、部局内のカリキュラム検討委員会と教務委員会を中心とした組織的体制に基づいて

実施している。また、必要に応じて外部委員や本学部6年制課程の卒業生を含めた点検・評価を行い（資料

2-1-3、限定資料31）、教育研究上の目的および三つの方針に基づく教育活動を客観的に検証している。 

2018〜2019年度に全学的に策定された「九州大学教学マネジメント枠組み」に合わせ、2019年8月には教

務委員会で検討を行い（根拠資料1-3-1）、同月の教授会で三つの方針の改訂を承認した（根拠資料1-3-

2）。この過程において、薬学部が全学の方針と歩調を合わせつつ、教育目標を自ら点検・改善してきた。また、

カリキュラム検討委員会は教務委員会や入試委員会と連携して、教育課程を三つの分節（導入・基礎期、発

展期、統合期）に区分し、各期の終了時点で評価を行い、その結果に基づいて科目配置や教授方法の改善

を検討している。その実績として、2022〜2024年度にかけてアドミッション・ポリシーの一部見直しを行い、令和

7年度からの入試に個別面接を導入するなど（根拠資料1-3-3、根拠資料1-3-4）、点検結果をもとに教育

制度の改善に結び付けている。このように、全学的枠組みと学部内の委員会を連動させ、継続的な内部質保

証体制を運用している。 

 

【観点 2-1-2 】 

教育研究活動に対する自己点検・評価は、質的および量的なデータに基づいて多面的に実施して

いる。授業レベルでは、全科目で授業評価アンケートを実施し（限定資料13）、その結果をもとに各教員が
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授業改善計画を作成し、翌年度の授業に反映させるようにしている（限定資料14）。学修成果の可視化に関

しては、令和4年度改訂版新モデル・コア・カリキュラムが施行された2024年度入学生からディプロマ・ポリシ

ーに基づく自己評価を年度開始時に実施し、進級時に学修到達度を確認できる仕組みを導入している（根

拠資料1-2-2、 限定資料30）。 

また、カリキュラム・ポリシーに基づき教育課程を三分節に区分し、各期の終盤にアセスメント・プランに基

づく評価を行っている（根拠資料1-2-1）。具体的には、「導入・基礎期」では学力調査や基礎科目の成績分

布・授業アンケートを通じて学修状況を把握し、「発展期」では専攻教育科目を中心に重点科目を設定し、成

績分布、授業アンケート、実務実習事前学習における評価、OSCE・CBTによって知識・能力の習得度を確

認している。「統合期」では、認定実務実習指導薬剤師や担当教員による実務実習の到達度評価、配属分野

以外の複数教員による卒業研究の評価（口頭発表・質疑応答）、さらに薬剤師国家試験の成績を活用して、

学修成果を客観的に評価している。 

量的解析については、教務委員会が中心となり、学生の留年・休学・退学等を入学年次別に分析し、学

期ごとの授業科目別の単位取得状況を確認している（基礎資料3-1、基礎資料3-2、基礎資料3-3）。その

結果をカリキュラム検討委員会、教務委員会、入試委員会と共有し、カリキュラム・マップの改訂や入試方式

の検証・改善に活用している。また、教育支援体制として、1〜3年次には担任制度を設け、定期的な個別面

談を通じて学生の学修状況を把握している（根拠資料2-1-4）。修学に課題を抱える学生に対しては、クラス

担任と学生係の職員が協働で個別の修学計画を策定し（根拠資料2-1-5）、休学・退学を未然に防ぐ取り組

みを行っている。こうした質的・量的評価の結果を教育改善に還元することで、改善サイクルを回している。 

 

【観点 2-1-3 】 

自己点検・評価の結果は、九州大学薬学部の公式ホームページを通じて公開し、教職員や学生に加え、

受験生や学外関係者にも周知している（根拠資料2-1-3）。3ポリシーの改訂についても同様に公表しており

（根拠資料1-2-1）、教育研究活動に関する情報公開の透明性に努めている。  
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［現状］  

薬学部における自己点検・評価は、「教育の内部質保証に関する実施要項（根拠資料2-1-１）」及び大学

評価委員会が策定した「教育の内部質保証に関するガイドライン（根拠資料2-1-2）」に基づき、教授会やカリ

キュラム検討委員会と教務委員会・入試委員会が連携して実施している。 

2018〜2019年度に全学的に策定された「九州大学教学マネジメント枠組み」に合わせ、2019年8月には

教務委員会・教授会を中心に三つの方針を改訂し、全学方針との整合性を確保した（根拠資料1-2-1、根

拠資料1-3-1、根拠資料1-3-2）。さらに、教育課程を三分節（導入・基礎期、発展期、統合期）に区分し、

各分節終了時にアセスメント・プランに基づく評価を行い、その結果に基づき教務委員会と連携して科目配

置や教授方法の改善を図っている。また、2022〜2024年度にかけてカリキュラム検討委員会と入試委員会

が連携してアドミッション・ポリシーを見直し、令和7年度からの臨床薬学科の学部入試（前期日程）に個別

面接を導入した（根拠資料1-3-3、根拠資料1-3-4、資料8-1、資料8-2、資料8-3、限定資料11）。これは、

在籍学生の学修成果の分析や自己点検の結果を踏まえ、入学者選抜方法を改善した事例である。また、

問題解決能力の醸成度を評価するため、2020 年度以降の入学生から「卒業研究中間演習（5 年生後期 1 

単位）」を実施し、「卒業研究・中間演習 概略評価表」に従って、配属分野以外の教員からも評価・助言を

受けるようカリキュラムを改定した（資料5-1, 319〜321、根拠資料2-2-1）。卒業研究の成果についても、よ

り客観的な評価を行うため、主指導教員及び他分野を含む副指導教員２名で評価するように運用方法を

改定した（根拠資料2-2-2）。このように、自己点検・評価の結果を具体的な教育研究活動の改善に結び

付け、全学的枠組みと学部内の委員会を連動させながら、継続的な内部質保証体制を運用している。 

また、2018（平成30）年度に薬学教育評価機構から受けた外部評価における以下の指摘事項（改善す

べき点）に対し、カリキュラム検討委員会を中心に改善を進め、その成果が「改善された点」として承認され

ている。以下に各指摘事項への対応と改善状況の概略を示す。これらの改善状況の詳細は、薬学教育評

価機構による「提言に対する改善報告書についての審議結果（根拠資料2-2-3）」として、本学部の公式ホ

ームーページに公表している（根拠資料2-1-3）。 

 

ヒューマニズム教育・医療倫理教育の総合的評価指標 

指摘内容：関連科目の学習成果を総合した目標達成度を評価するための指標が設定されておらず、体

系的な評価が必要である。 

改善状況：全学年を通じた「医療人としてのヒューマニズム・医療倫理 概略評価表」を整備し（根拠資料

【基準 ２ -２】 

教育研究活動の改善が、自己点検・評価結果等に基づいて適切に行われていること。 

注釈：「自己点検・評価結果等」の「等」とは、行政機関、認証評価機関からの指摘事項を

含む。また、自己点検・評価の結果等を教育研究活動に反映する体制が整備されてい

ること。 



- 19 -  

2-2-5）、学年進行に応じた達成度を確認する体制を導入した。6年次「卒業実習（アドバンスト実務実

習）」において最終評価を行い、その成果を教育課程改善に活用している。これにより、倫理教育を縦

断的に評価する枠組みが確立した。 

 
コミュニケーション能力・自己表現能力の総合的評価指標 

指摘内容：教育全体を通じたコミュニケーション能力・自己表現能力の達成度を把握するための評価指

標が未整備である。 

改善状況：「医療人としてのコミュニケーション能力 概略評価表」を作成し（根拠資料2-2-4）、1年次か

ら6年次に至る教育活動を通じて能力を評価する体制を導入した。実務実習事前学習、OSCE、実務実

習での観察評価、卒業研究発表会での質疑応答などを組み合わせ、2022年度から卒業実習において

最終評価を実施している。教育全体を通じた能力育成とその確認が可能となった。 

 
シラバスにおける評価指標の記載不備 

指摘内容：一部科目で評価指標がシラバスに明示されていない。 

改善状況：「早期体験学習」や「薬学基礎実習I〜IV」について、ルーブリック評価を含む学修目標と評

価基準をシラバスに明記した（資料5-1, P.156〜P.158; P.249〜P.269）。これにより、学生は事前に評価

方法を理解でき、学修成果の透明性が確保された。 

 
実務実習事前学習の総合的評価指標 

指摘内容：実務実習事前学習全体を通した目標達成度を評価する指標が不足している。 

改善状況：「実務実習 概略評価表」を新設し（資料7）、2022年度から「実務実習プレ講義」において総

合評価を行う体制を導入した（資料5-1, P.300〜P.302）。これにより、事前学習から病院・薬局実習まで

を一体的に評価し、教育改善に活用できる仕組みが整った。 

 

問題解決能力の評価指標 

指摘内容：問題解決能力の育成に関する総合的な指標と評価基準が未設定である。 

改善状況：「卒業研究・中間演習 概略評価表」を新設し（根拠資料2-2-1）、2020年度入学生からは5年

次「卒業研究中間演習」を導入した（資料5-1, P.319〜P.321）。複数教員による評価体制を確立し、研

究計画の独創性や遂行能力を多面的に確認している（根拠資料2-2-2）。最終的には卒業研究発表

会で再度評価を行い、問題解決能力を段階的に育成・評価する仕組みを構築した。 

 

アドバンスト実務実習期末試験の運用 

指摘内容：「期末試験に不合格の場合、薬剤師国家試験の受験を認めない」とする運用は不適切である。 

改善状況：2020年度から当該規定を廃止し、期末試験の内容を臨床現場での問題解決能力を重視す

る方向に改めた。評価方法はレポートやプレゼンテーションを中心とし、国家試験受験資格と切り離す

ことで、教育本来の目的に即した学修評価を実現した。 
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自己点検・評価を担う組織体制 

指摘内容：学部内に6年制薬学教育プログラムを継続的に自己点検・評価する独立した組織が設置さ

れていない。 

改善状況：2019年度に「カリキュラム検討委員会」を新設し、恒常的に自己点検・評価を担う体制を整備

した。同委員会は【基準2-1】で示したように、アセスメント・プランを活用した成果分析を行い、教務委員

会、入試委員会、教授会での審議を経て教育課程や入試制度の改善に努めている。薬学教育評価機

構による外部評価を契機に設置された組織が、カリキュラムや入試制度の改善に結び付いている点で、

自己点検・評価が適切に行われているといえる。 

 
自己点検・評価結果の教育改善への活用 

指摘内容：自己点検・評価結果が個々の授業改善にとどまり、学部全体の教育研究活動に活用されていない。 

改善状況：カリキュラム検討委員会・教務委員会・入試委員会を通じて自己点検結果を集約・共有し、

教授会での審議を経て教育課程や制度の改善につなげる仕組みを構築した。具体的には、【基準2-1】

で示したとおり、科目配置や教授法の見直し（基礎資料1-1、基礎資料1-2）、アドミッション・ポリシー改

訂（個別面接導入）などに結び付いている（資料8-1、資料8-2、資料8-3、限定資料11）。これにより、学

部全体で自己点検結果を活用する体制を構築した。このような体制は薬学教育評価機構から「改善で

きた点」として承認されており、臨床薬学科が外部評価の指摘を具体的かつ体系的に教育研究活動の

改善へ反映させてきたことを示している。今後も教授会やカリキュラム検討委員会と教務委員会・入試委

員会との連携によって、この改善サイクルを継続し、教育の質向上に努めていく。 
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［ 内部質保証に対する点検・評価 ］ 

基準2-1 自己点検・評価の適切な実施状況 

臨床薬学科における自己点検・評価は、九州大学の「教学マネジメント枠組み（根拠資料1-1-1）」およ

び「教育の内部質保証に関する実施要項（根拠資料2-1-1）」、「教育の内部質保証に関するガイドライン

（根拠資料2-1-2）」に基づき、カリキュラム検討委員会・教務委員会・入試委員会・教授会を中心とした組

織的体制のもとで実施されている。この評価では、カリキュラム・ポリシーで定めたアセスメント・プランに基づ

き（根拠資料1-2-1）、教育課程を三分節（導入・基礎期、発展期、統合期）に区分し、導入期の学力調査

や成績分布、発展期の実務実習事前学習、OSCE・CBT、統合期の実務実習や卒業研究、国家試験成績

などを通じた質的・量的な解析が行われている。さらに、学生の修学状況（単位取得率、留年・休学・退学の

動向など）の分析結果や、ディプロマ・ポリシーに照らした到達度の自己評価なども考慮するなど、多面的

に学修成果を把握する仕組みが整えられている。また、本自己点検については、必要に応じて外部委員や

6年制課程の卒業生を含めた客観的評価も取り入れており（根拠資料2-1-3）、透明性と客観性の確保に努

めている。以上の取組みにより、基準2-1が求める要件を満たしているといえる。 

 

基準2-2 自己点検・評価結果に基づく教育研究活動の改善状況 

自己点検・評価の結果は、教育研究活動の改善に反映している。2019年には全学的に策定された

「教学マネジメント枠組み」に合わせて三つの方針を改訂し、教育目標が全学方針と整合する形で制度

的に再構築されている（根拠資料1-2-1）。カリキュラム検討委員会と教務委員会の協議のもと、分節ごと

の評価結果を基盤として科目配置や教授方法の見直しを行い、2022〜2024年度には入試委員会と連携

したアドミッション・ポリシーの改訂により令和7年度からの臨床薬学科の学部入試（前期日程）に個別面

接が導入された（資料8-1、資料8-2、資料8-3、限定資料11）。また、2018年度の薬学教育評価機構によ

る外部評価での指摘事項への対応についても、倫理教育やコミュニケーション能力の評価指標整備、実

務実習・卒業研究の評価方法改善、学修成果の可視化、自己点検体制の恒常化などが実現されている。

これらの改善はいずれも「改善できた点」として承認されており（根拠資料2-2-3）、基準2-2が求める「自

己点検・評価結果等に基づく教育研究活動の改善」が適切に実施されているといえる。一方、ディプロ

マ・ポリシーに照らした到達度の自己評価（根拠資料1-2-2、限定資料30）は、2024年度入学生から実施

したものであり、カリキュラム改善へ向けた分析・活用については今後の検討課題である。また、外部委員に

よる評価についても、その意見を教育研究活動の改善に反映させる仕組みを整える必要がある。 

 

＜優れた点＞  

本学科では、教育課程を三分節に区分し、カリキュラム・ポリシーに基づくアセスメント・プランを用いて

段階的に到達度を確認している。学力調査や成績分布、実務実習事前学習、OSCE・CBT、実務実習・

卒業研究、国家試験成績に加え、修学状況の分析やディプロマ・ポリシーに基づく自己評価を取り入れ

ることで、多面的に学修成果を把握している。これらの取組は全学的な「教学マネジメント枠組み」と整合

しており、教育改善の基盤として機能している点が、本学科における内部質保証の特徴といえる。 
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＜ 改善を要する点＞ 

本学科の内部質保証は概ね適切に機能しているが、ディプロマ・ポリシーに基づく学生の自己評価は

令和４年度改訂版モデル・コア・カリキュラムが適用された2024年度入学者に対して2025年度から実施さ

れたばかりであり、教育改善への具体的な活用方法は今後の課題である。また、外部委員や卒業生を含

む評価は実施しているものの、その意見を教育課程全体の改善に体系的に反映させる仕組みを整備し

なければならない。 

 

［改善計画］  

今後は、学生による自己評価を継続的に収集・分析し、その結果を授業科目や教育課程の改善に活

用する仕組みを構築する。また、外部委員や卒業生からの意見をカリキュラム検討委員会や教務委員会で

の検討事項に位置づけ、以降の改善計画に反映させることで、ＰＤＣＡサイクルを回し、内部質保証体制の

一層の充実を図る。 
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【基準 ３ -１ -１】 

薬学教育カリキュラムが、教育課程の編成及び実施に関する方針に基づいて構築

されていること。 

３ 薬学教育カリキュラム 

 
（３－１） 教育課程の編成 

 

 

【観点 3-1-1-1 】教育課程の編成及び実施に関する方針に基づき、薬学教育カリキュラムが以下

の内容を含み体系的に整理され、効果的に編成されていること。 

l 教養教育 

l 語学教育 

l 人の行動と心理に関する教育 

l 薬学教育モデル・コアカリキュラム平成 25 年度改訂版の各項目（ 基本事項・

薬学と社会・薬学基礎・衛生薬学・医療薬学・薬学臨床・薬学研究） 

l 大学独自の教育 

l 問題発見・問題解決能力の醸成のための教育 

注釈： 薬学教育カリキュラムの体系性及び科目の順次性が、カリキュラム・ツリー等を

用いて明示されていること。 

注釈： 語学教育には、医療の進歩・変革に対応し、医療現場で活用できる語学力を身に

つける教育を含む。 

 

【観点 3-1-1-2 】薬学教育カリキュラムが、薬学共用試験や薬剤師国家試験の合格率

の向上のみを目指した編成になっていないこと。 

【観点 3-1-1-3 】教育課程及びその内容、方法の適切性について検証され、その結果

に基づき必要に応じて改善・向上が図られていること。 

 

［現状］  

【観点 3-1-1-1 】 

本学部臨床薬学科の教育課程は、2023年度までの入学生は平成25年度改訂版・薬学教育モデ

ル・コアカリキュラム（基礎資料2-1）、2024年度以降の入学生は令和4年度改訂版モデル・コア・カリキ

ュラムを踏まえ（基礎資料2-2）、ディプロマ・ポリシーに掲げる学生が身に付けるべき資質・能力の修

得を目指して、「教育課程の編成及び実施に関する方針」（カリキュラム・ポリシー）において以下のよう

に設定している（根拠資料1-2-1）。 

 
カリキュラムの概要 

アクティブ・ラーニングを重視する科目、ICT国際社会に必要な能力の向上を目指す科目、教養と

しての言語運用能力習得と異文化理解を目指す科目、専攻教育を通して英語力習得を目指す科目、
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専攻教育につながる基礎的知識と様々な分野の思考法を学ぶ科目、ライフスキルの向上を目指す科

目、多様な知識の獲得と学びの深化を目指す科目などの基幹教育科目を通して、ディプロマ・ポリシ

ー（DP）の学修目標に掲げた「主体的な学び・協働 (A-1, 2, 3)」を培う。そのうえで、学科必修科目及

び選択科目を通して、以下の通り、学修目標の達成に向けた学修を進める。 

臨床薬学科への導入専門科目、薬学中核専門科目・薬学応用専門科目である化学系薬学、物理

系薬学、生物系薬学、医療系薬学などに関する授業項目を通して、「知識・理解の習得（知識・理解）

（DP学修目標；B-1, 2, 3）」を目指す。さらに、薬学基礎実習などに関する授業科目を通して、「知識・

理解の応用（適用・分析）（DP学修目標；C-1, 2, 3）」を育成する。また、演習系科目などに関する授業

科目を通して、さらに、総合的な授業科目である卒業研究・アドバンスト実務実習では、各授業科目を

通して習得された知識・能力の体系化を図るとともに、問題解決能力及び問題発見能力を鍛え、「新

しい知見の創出（評価・創造）（DP学修目標；D-1, 2）」を育成する。そして、インフォームド・コンセント、

チーム医療演習、臨床倫理、薬局実務実習、病院実務実習などを通して、医療人としての基礎的な

能力、態度、及び倫理観を鍛え、「知識・理解の実践的場面での活用（実践）（DP学修目標；E-1, 2, 

3）」に繋ぐ。 

 

カリキュラムの基本構造 

Ø 6 年の教育課程を前期 3 年、後期 3 年として捉える。このため、前期では基礎的な薬学系科目

を中心として、人文科学と自然科学を含む幅広い教養教育を重視したカリキュラムを組んでいる。

後期では医療薬学系の科目や薬剤師の職能教育に必要な実践的な薬学系科目を組んでいる。 

Ø ４年次の後期に行われる共用試験（薬局や病院の現場に出る前に、実務実習に必要な基本的

な知識・技能・態度を身につけていることを保証するために行われる試験）に合格すると、5 年次

に行われる実務実習を行うことができる。 

Ø 5 年次に医療従事者としての薬剤師養成のため、また薬学生が薬剤師を体験する機会として、

22 週間の業務参加型の実務実習を病院と薬局で行う。実務実習は、医療現場で実務について

いる薬剤師の方々と本学科の教員とが協力して実施する。 

Ø 本学科の特徴として、研究者マインドを持つ薬剤師としての素養を身につけるため、3 年後半か

ら 6 年次に研究室に所属して、経験豊富な教員の指導の下で、個別に卒業研究を行う。 

Ø 臨床薬学科を卒業すると薬剤師国家試験受験資格が与えられる。 

 

このように本学部臨床薬学科におけるカリキュラムは６年間の体系的な構成となっており、各科目

は専門領域に応じて順次配置されている。2023年度までの入学生は平成25年度改訂版・薬学教育モ

デル・コアカリキュラム、2024年度以降の入学生は令和４年度改訂版モデル・コア・カリキュラムを踏ま

え、基礎薬学と衛生薬学は主に１年後期から３年次に学び、その上で医療薬学、臨床薬学を学べるよ

うに設計している。臨床薬学では、2年次の早期体験学習から５年次の実務実習まで、体系的な学び

を提供している。さらに、カリキュラムの体系性及び科目の順次性は2023年度までの入学生及び2024

年度以降の入学生のいずれに対してもカリキュラムマップによって明示しており（基礎資料1-1、基礎
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資料1-2）、学生が学修の進捗状況や各科目の関連性を理解しやすいよう工夫している。また、令和４

年度改訂版モデル・コア・カリキュラムが適用された2024年度入学者からは、1年毎（進級時の4月）に、

ディプロマ・ポリシーに掲げた学修目標の各項目について自己評価を実施し、到達度の確認を行って

いる（根拠資料1-2-2、 限定資料30）。これにより、学生は学びの全体像と自身の到達度を把握しなが

ら効率的に学修を進めることが可能となっている。 

 

教養教育、語学教育、人の行動と心理に関する教育、令和 4 年度改訂版の薬学教育モデル・コ

アカリキュラムの各項目、大学独自の教育、問題発見・解決能力の醸成のための教育の各項目につ

いては以下に詳細を示す。 

 
教養教育 

九州大学では、すべての学部1年次に「基幹教育」と呼ばれる教養教育を実施している（資料2-2、

P.61〜P.62）。基幹教育は、知識の獲得そのものではなく、「ものの見方・考え方・学び方」を養い、生

涯にわたり学び続け未知の課題に挑戦できる「アクティブ・ラーナー」の育成を目的としている。そのた

め、課題発見科目、言語文化科目（学術英語・専門英語・第二外国語）、理系ディシプリン科目（微分

積分学・線形代数学・数理統計学・基礎化学・細胞生物学・物理学・情報科学・分子生物学等）、文系

ディシプリン科目（政治学・歴史学。哲学・心理学・文化人類学・芸術学等）、健康・スポーツ科目など、

多様な科目群が体系的に編成されており、学生は学際的な視点や国際性、科学的基盤、主体性を涵

養することができる。 

薬学部臨床薬学科においても、基幹教育は専門教育への橋渡しとして重要な役割を果たしている

（基礎資料1-1、基礎資料1-2）。例として、課題発見科目では他学部の学生とのSGDを中心とするが、

本科目で培った課題設定力や協働的学びの姿勢は、高年次専攻科目の実務実習や卒業研究での

課題の発見・解決力の醸成に結びついている。言語文化科目で育成される英語運用力や他文化の

理解は、薬学英語や国際的な研究文献の読解、さらには医療現場でのコミュニケーション力・情報伝

達力に涵養されている。理系ディシプリン科目で習得する数理的思考や科学的基盤は、各薬学基礎

科目や臨床データの解釈といった専門教育において不可欠な力となっている。さらに、健康・スポーツ

科目で学ぶ主体性や健康管理能力も臨床現場で求められる自己管理の基盤ともなっている。 

このように、基幹教育は臨床薬学科の専門教育に有機的に接続しており、学生が段階的に学修成

果を積み上げられるよう教育課程全体の中に位置づけられている。教養教育としての基幹教育が、専

門教育の基盤を確かなものとし、薬剤師に必要とされる課題解決力、国際性、科学的理解、主体性を

体系的に涵養している。 

 
語学教育 

医療の進歩・変革に対応し、医療現場で活用できる語学力を修得できるよう、1年次から6年次まで

段階的な語学教育を実施している。具体的には、１年次に設定している学術英語では語法や文法及

び学術的な文章の組み立て方など基本的な英語力を養成している（資料2-2, P.102〜P.129）。また、
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2から3年次に設置している専門英語では薬学を含めた科学全般に関する情報を英語で理解し発信

できる英語力の養成を図っている(資料2-2, P.102〜P.108)。さらに、5年次から6年次にかけては選択

科目であるが「国際臨床薬学研修」を設置し、海外の病院・薬局での研修を含む実習科目において

実践的な英語でのコミュニケーション力を養成できるようにカリキュラムを編成している（資料1, P.105）。

なお、１年次には選択科目として第二外国語（ドイツ語、フランス語、中国語、韓国語、スペイン語、ロ

シア語から1科目を選択）の履修が課せられており、多様な言語に対する学習機会を設けている（資料

2-2, P.109〜P.129）。 

 
人の行動と心理に関する教育 

医療人として必要な倫理観や共感的態度を養成する教育として、ヒューマニズム教育・医療倫理

教育は、1年次から 6年次にかけて実施している（基礎資料1-1、基礎資料1-2）。本教育は、1年次の

「創薬科学総論Ⅰ～Ⅳ」にはじまり、2年次の「早期体験学習」、「医療における倫理」、3年次の「薬害」、

4 年次の「実務実習プレ講義・プレ演習・プレ実習」「インフォームド・コンセント」、「チーム医療演習」、

「臨床倫理」、5～6 年次の「薬局実務実習」、「病院実務実習」、「アドバンスト実務実習」として体系的

に構築しており、科目ごとに到達目標度の評価に加え、6年間の学習成果を総合した目標達成度を評

価する指標として「医療人としてのヒューマニズム・医療倫理 概略評価表」を作成し（根拠資料2-2-5）、

低学年時より目標到達度の評価を行っている。6年間の学習成果についての総合的な最終評価は、 

6年次の「アドバンスト実務実習」において、ヒューマニズム教育・医療倫理教育の学習成果を総合した

目標達成度を評価している（資料5-1, P.317〜P.318）。また、本概略評価表にはディプロマポリシーで

定めた学修目標を明記し、その目標に対する到達度を 5 段階で評価するようにしている。 

 
薬学教育モデル・コアカリキュラム 

2023年度までの入学生は平成25年度改訂版・薬学教育モデル・コアカリキュラムに準拠し、「B. 薬

学と社会」「C. 薬学基礎」「Ｄ. 衛生薬学」「Ｅ. 医療薬学」「F. 薬学臨床」「G. 薬学研究」に掲げられて

いる各SBOｓを実施する科目を体系的に学べる構成となっている（基礎資料2-1）。2024年度以降の入

学生は、令和４ 年度改訂版薬学教育モデル・コアカリキュラムに準拠し、 「B. 社会と薬学」「C. 基礎

薬学」「D. 医療薬学」「E. 衛生薬学」「F. 臨床薬学」「G. 薬学研究」における各小科目を基盤から専門

まで体系的に学べる構成となっている。薬学教育モデル・コアカリキュラム内の小項目を実施する科目

は、専攻科目の学生便覧（資料2-1, P.62〜P.82、基礎資料2-2）と各科目のシラバス（資料5-1）に明

記している。また、2023年度までの入学生及び2024年度以降の入学生のいずれのカリキュラム・マッ

プにおいても、各科目がディプロマポリシーで定めたどの学修目標に対応しているのかを明記し、ディ

プロマ・ポリシーにおける各科目の位置づけが明確化できるよう工夫している（基礎資料1-1、基礎資

料1-2）。 

 
大学独自の教育 

本学の特徴ある教育として、医学部（医学科・ 保健学科）・ 歯学部・ 薬学部の学生が合同で受講

する「医療系統合教育」を実施している（資料2-1，P.59、 資料5-2）。本学の病院キャンパスには、医
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学部、歯学部、薬学部が一堂に集結していることから、この優位性を活かして職種を超えたチーム医

療の必要性を学生時代から養う目的で、九州大学医療系統合教育研究センター（学内共同教育研究

施設）の主導により各科目を開講している（資料5-2）。医療系統合教育は、「薬害」、「インフォームド・

コンセント」、「臨床倫理」、「チーム医療演習」、「漢方医薬学」から構成されており、受講対象が医学

部、歯学部、 薬学部の学生であることから、指導する教員も医師、歯科医師、薬剤師、 看護師などで

構成されている。薬学部の学生は、本科目を通じて医療全体を概観し、薬剤師としての自覚を持たせ

るとともに患者や医療提供者の心理、立場、環境を理解することを目指している。例えば、「インフォー

ムド・コンセント」では、患者側、医療者側の視点や法的側面に関する講義、インフォームド・コンセント

の場面を想定した模擬患者とのロールプレイ、個人または学部学科の枠を超えたグループによる考察

や討論などを通して、インフォームドコンセントを得ることの重要性、難しさを体験し、今後の医療活動

に役立てることを目指している。また、「薬害」では、薬害被害者やその家族の体験や思いを直接聴く

機会を設けており、机上の議論のみで終始しない工夫を行っている。さらに、専攻科目の「疾病病態

学I〜V」も医学部と合同で実施し（資料2-1，P.59、資料5-1, P.285〜P.299）、各疾患の病態、発症機

序、診断、治療法などについて医師が主導する講義を実施している。 

  
問題発見・解決能力の醸成のための教育 

本学では「自ら問いを立て主体的な学びのできるアクティブ・ラーナー」を育成するという目標のもと、

1 年次の基幹教育から問題解決能力を醸成するための教育を開始している（資料5-1、資料5-2）。問

題解決能力の醸成に向けた教育とする科目の中で「基幹教育セミナー (1 年次) 」、「課題協学科目 

(1 年次) 」、「自然科学総合実験 (1 年次) 」、「早期体験学習 (2 年次)」、「薬学基礎実習 I〜IV (2〜

3 年次)」については、ルーブリックをシラバスに記載し、目標到達度を明示している。また、科学的根

拠に基づいて問題点を解決する能力の修得は「卒業研究 (3 年次後期から 6 年次後期まで)」として

実施している（基礎資料2-1、基礎資料2-2）。卒業研究は学生を各研究分野に配属して研究テーマ

を設定し、その成果は学術論文・博士論文等の形式に準じて卒業論文としてまとめ、論文の考察部分

では科学的根拠に基づいて議論を展開し、研究成果の医療や薬学における位置づけを明確にしな

がら議論を進めるよう指導している（資料5-1, P.322〜P.324）。卒業研究に対する評価は、「卒業発表」

において、個々の学生について主指導教員である主査と他分野の教員も含めた副査の2 名が発表時

の質疑応答などに基づいて総合的かつ適切に評価している(資料5-1, P.325〜P.326、根拠資料2-

2-2)。また、1 年次から6 年次にかけて実施した問題解決能力の醸成に向けた教育全体を通しての

目標達成度を評価するための指標として「卒業研究・中間演習 概略評価表」を用いている(根拠

資料2-2-1)。特に卒業研究については、「卒業研究 中間演習（5年生次後期1単位）」を実施し（資

料5-1, P.319〜P.321）、上記の「卒業研究・中間演習 概略評価表」に従って、配属分野以外の教員

からも評価・助言を受けるよう工夫を施している。 
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【観点 3-1-1-2 】 

本学部臨床薬学科では薬学共用試験や薬剤師国家試験を対象にした科目は設置しておらず、デ

ィプロマ・ポリシーに基づき、教育の目的とカリキュラムの編成については以下のように明記している。 

本学部臨床薬学科は、薬剤師としての基礎知識、技能や高い倫理観、医療従事者としての教養、

医療現場で通用する実践力などを持つ医療薬学の将来を担う人材の育成を目的とする。本学部臨

床薬学科で育成する薬剤師とは「研究者マインドを持つ薬剤師」を意味しており、研究を通して課題を

探究する能力と問題を解決する能力を育成するカリキュラムを設置していることを特徴とする。 

このポリシーに基づき、専攻科目の配置は令和4年度改訂版薬学教育モデル・コア・カリキュラムに

準拠しつつ、1年次の基幹教育や高年次の医療系統合教育などにおいても、課題を探究する能力と

問題を解決する能力を涵養させ、卒業研究における研究者マインドの醸成につなげている。学生は3

年次後期から各研究室に配属されるが、3年次後期から6年次の講義科目は原則として午前中に開講

し、午後は研究活動に専念できるよう時間割を編成している（資料6）。また、基準7-1に記すように、九

州大学薬学部には創薬スクリーニングロボットなどの機器が設置された「グリーンファルマ研究所」や2

台のクライオ電子顕微鏡を有する「グリーンファルマ構造解析センター」が併設されており、臨床薬学

科の学生もこれら施設を利用し、卒業研究の課題に取り組める環境を整えている(基礎資料11-1、基

礎資料11-2、根拠資料7-7、根拠資料7-8、根拠資料7-9、根拠資料7-10)。 

 

【観点 3-1-1-3 】 

教育課程及びその内容や方法の適切性について検証し、改善・向上させるため、本学部では時

間割の科目配置や内容についてカリキュラム検討委員会が教務委員会と協働して確認・検討を行っ

ている。また、各教科のシラバス記載内容も、同委員会で検討し、改善が必要と判断された場合は担

当教員へ内容修正を依頼しており、教育課程の質向上を図っている。こうした検証を通じて、教育の

適切性と効果を継続的に維持・向上させる体制を整備している（限定資料1-1、限定資料1-2、限定資

料1-3）。また、講義・演習・実習の各科目レベルの検証は、学生を対象にした「授業評価アンケート」

を行い、集計結果や意見を担当教員へフィードバックし、各教員はアンケート結果をもとに、講義・実

習内容の改善を求めている（限定資料13、限定資料14）。実務実習終了後にも指導薬剤師・実習生を

対象にアンケートを実施し（限定資料32）、自己点検・評価を行っている。改善策などが提案されれば

カリキュラム検討委員会・教務委員会で検討の上、必要に応じて次年度の実習内容に反映させている。

このような検証を継続的に行うことで、専門教育科目や実務実習の内容について年々改善を図ってい

る。 
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[教育課程の編成に対する点検・評価] 

本学部臨床薬学科の教育課程は令和4年度改訂版薬学教育モデル・コアカリキュラムを基盤とし、

教養教育、語学教育、人間行動・心理に関する教育を含めて体系的に整理されている。カリキュラム・

マップにより科目間の体系性と順次性を明示するとともに（基礎資料1-1、基礎資料1-2）、ディプロマ・

ポリシーにおける学修目標との対応も示しながら、学生が基礎から臨床へと段階的に学修を積み重ね

られるよう設計されている。語学教育、ヒューマニズム教育・医療倫理教育、問題発見・解決能力に係

わる教育については、1年次から6年次までのカリキュラム全体に配置しており、学年進行に応じて内

容を深化させている。低学年では基盤的な語学力や倫理的視点を養い、中学年では臨床事例や演

習を通じて実践的に活用し、高学年では実務実習や卒業研究を通じて統合的に応用できるよう教育

している。各段階では単位の取得状況を確認するとともに、授業アンケートの内容や成績評価に加え、

OSCE、CBT、実務実習での客観的評価等を通じて点検が行われている（基礎資料3-1、基礎資料3-

2、基礎資料3-3、基礎資料3-4、限定資料13、限定資料14、限定資料32）。さらに、本学独自の教育

として実施している「医療系統合教育」では、医学部、歯学部、薬学部など医療系学部が合同で取り

組む教育プログラムを通じて、チーム医療に不可欠な多職種連携やコミュニケーション能力を涵養す

る特色を有している（資料5-2：令和７年度医療系統合教育シラバス）。これにより、薬剤師としての専

門性に加え、医療人としての総合的な資質を育成することが可能となっている。 

また、本臨床薬学科の教育課程は薬学共用試験や薬剤師国家試験の合格率向上のみを目的と

するものではない。本学科のディプロマ・ポリシーには「研究者マインドを持つ薬剤師の育成」と明示し

ており（根拠資料1-2-1）、卒業研究や臨床系統合教育、実務実習を通じて課題探究力や研究遂行

能力を涵養する体系が確立されている。このことから、国家試験対策に偏らず、多様な能力育成を重

視した教育課程が実現しているといえる。さらに、本学科の教育課程の適切性はカリキュラム検討委

員会や教務委員会によって定期的に点検・評価され、その結果は改善に活かされている。授業評価

アンケートの結果を踏まえた改善計画の策定、実務実習後の学生・指導薬剤師アンケートを通じた実

習内容の見直し、シラバスの適正に関するチェックなどを通じ、教育課程は継続的に改善されている。 

以上のように、本学科の教育課程は体系性・順次性を備え、1年次から6年次までの段階的教育と

到達度評価を通じて学生の能力育成を図るとともに、独自の医療系統合教育を取り入れることで多職

種連携に資する人材を育成しており、【基準3-1-1】を満たしているといえる。 

 

＜優れた点＞  

本学独自の取組である「医療系統合教育」では、医学部・歯学部など医療系の他学部の教員・学生

が参画しており、多職種連携やチーム医療を学ぶ機会を設けている点は特徴的といえる。 

 

＜ 改善を要する点＞ 

現行の教育課程は体系性・順次性を備え、多面的な能力育成に寄与しているが、段階的な到

達度の評価結果を教育課程全体の改善にどのように結びつけていくかについては、今後さらに
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検討が必要である。特に、語学教育や倫理教育の成果を臨床現場での実践力向上にどのように

反映させるのかを、教育課程全体の改善サイクルに位置づけることが課題である。 

 

［改善計画］  

今後は、語学教育や倫理教育、問題発見・解決能力育成に係わる各段階の到達度評価を、カリキュ

ラム検討委員会で定期的に報告・分析する体制を強化する。その結果をもとに、授業方法や教育内容

を改善し、実務実習や卒業研究など高学年の実践的教育に確実に反映させる仕組みを整備する。また、

医療系統合教育においても、他学部の教員・学生との協働学習の成果を授業評価アンケート結果等に

基づき把握・分析し、教育課程全体の改善につなげることで、より実効性のある質保証を実現する。 



- 31 -  

【基準 ３ -２ -１】 

教育課程の編成及び実施に関する方針に基づいた教育が適切に行われていること。 

（３－２） 教育課程の実施 

 

 

【観点 3—2-1-1 】学習目標の達成に適した学習方略が用いられていること。 

注釈：例えば薬学研究では、必修単位化、十分な研究期間の設定、研究論文の作成、

研究成果の医療や薬学における位置づけの考察、研究発表会が 行われていること。 

【観点 3-2-1-2 】薬学臨床における実務実習が「薬学実務実習に関するガイドライン」を

踏まえて適切に行われていること。 

【観点 3-2-1-3 】学生の資質・能力の向上に資する学習・教授・評価方法を開発している

ことが望ましい。 

注釈：「資質・能力の向上に資する学習・教授・評価方法」には、主体的・対話的で深い

学び（ アクティブラーニング） やパフォーマンス評価を含む。 

 

［現状］  

【観点 3-2-1-1 】  

本学部では、講義、演習、実習など多様な授業形態を組み合わせることで、ディプロマ・ポリシーに掲げ

た5つの学修目標を達成できるよう教育課程を編成している。「A. 主体的な学び・協働」「B. 知識・理解の

習得（知識・理解）」「C. 知識・理解の応用（適用・分析）」「D. 新しい知見の創出（評価・創造）」「E. 知識・

理解の実践的場面での活用（実践）」の各資質と能力を身に付けるために取り入れている学習方略と評価

を以下に記す。 

 
A. 主体的な学び・協働 

1年次の基幹教育セミナーでは、大学進学の目的や卒業までの目標を資料を用いて発表し、主体的な学

びの姿勢を涵養している。また、「課題発見科目」では、他学部の学生を交えたSGDやPBLを通じて課題解

決に取り組み、協働の意義と難しさを体験する。加えて、基幹教育に配置された理系・文系ディシプリン科

目や語学科目・健康・スポーツ科目を履修することで、幅広い知識を背景とした課題発見力と批判的検討

力を養成している（資料2-2）。これらの科目を通じて身につけた能力は、薬学専門課程における講義・演

習・実習を通じてさらに深化させ、3年次後期からの卒業研究において主体性と協働性をもって課題解決に

取り組む姿勢の醸成へと結実している。カリキュラム・マップでも、これらの科目群はディプロマ・ポリシーで

学修目標に掲げた「A. 主体的な学び・協働」に対応する形で体系的に位置づけられている（根拠資料1-2-

1、基礎資料1-1、基礎資料1-2）。 

 
B. 知識・理解の習得（知識・理解） 

知識の習得と理解の深化は、薬学専門科目を中心とした講義形式により体系的に進めている(資料2-1、

資料5-1)。また、実務実習に関連する「実務実習プレ講義・実習」や「アドバンスト実務実習」ではSGDや
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PBLを取り入れ、薬学専門科目や病院・薬局実務実習で修得した知識を統合し、理解を深めている（資料

5-1, P.300〜P.302, P.306〜P.308, P.317〜P.318）。また、卒業研究において学んだ知識を分析・考察に活

用することで、理解を確実に定着させている。カリキュラム・マップにおいては、基礎薬学から臨床薬学、実

務実習、卒業研究に至るまでをディプロマ・ポリシーの学修目標である「知識・理解」に対応して配置し（基

礎資料1-1、基礎資料1-2）、段階的な知識習得を体系的に保証している。 

 
C. 知識・理解の応用（適用・分析） 

獲得した知識の応用力の涵養は、低学年での薬学基礎実習において基本的な実験技能やデータ解析

手法を修得することから開始している(資料2-1, P.103〜P.105、資料5-1, P.249〜P.269)。その後、実務実

習プレ演習における症例検討や処方解析などを通じて臨床事例を題材とした課題抽出や薬学的判断の訓

練を行い、批判的・分析的な思考を養成している（資料5-1, P.303〜P.305）。さらに高学年では、薬局実務

実習・病院実務実習を通じて、実際の医療現場における課題を発見し、学修した知識を応用・分析する実

践的能力を培っている（資料7、根拠資料3-2-１、根拠資料3-2-2）。これらに加え、3年次後期からの卒業

研究では、既習の知識を研究課題の設定や実験データの解析、考察に応用することで、知識の統合的か

つ実証的な活用能力を高めている（資料5-1, P.319〜P.321）。到達度はレポート、口頭発表に加え、研究

計画の立案・実験調査の実施・結果の分析等における態度をルーブリックを用いて多面的・段階的に評価

し、学生の適用力と分析力を確認している。カリキュラムマップでも、薬学基礎実習、実務実習プレ演習、実

務実習、卒業研究はいずれもディプロマ・ポリシーの学修目標である「適用・分析」に対応して位置づけられ

ており（基礎資料1-1、基礎資料1-2）、基礎から臨床・研究に至るまで段階的に応用力を育成する体系が

明示している。 

 
D. 新しい知見の創出（評価・創造） 

本学部の学生は3年次後期から研究室に配属され、6年次後期まで卒業研究に取り組む。各学生には研

究課題が設定され、実験や調査、得られた結果の分析を行う。成果は学会や専門誌で論文として発表する

とともに全員が卒業論文にまとめている（限定資料6）。卒業研究の進捗状況や成果は、発表会（卒業研究

中間演習・卒業発表）において他分野も含めた複数の教員から評価を受ける（資料5-1, P.319〜P.321, 

P.325〜P.326、根拠資料2-2-1、根拠資料2-2-2）。これにより、既存の知識を批判的に検証し、新たな知

見を創出する能力を養成している。また、研究の位置づけを薬学や医療の観点から考察することにより、「研

究者マインドを有する薬剤師」としての基盤を形成している。カリキュラム・マップにおいて、「卒業研究」はデ

ィプロマ・ポリシーの学修目標に掲げる「評価・創造」に直結して配置しており（基礎資料1-1、基礎資料1-2）、

新しい知見を生み出す教育体系を担保している。 

 
E. 知識・理解の実践的場面での活用（実践） 

知識・理解の実践的活用力の涵養は、まず2〜4年次に配置されている医療系統合教育（「薬害」「インフ

ォームド・コンセント」「チーム医療演習」「臨床倫理」）を通じて、多職種連携や医療現場で求められる倫理

的判断力を学ぶことから開始している（資料5-2）。これらの科目では、医学部・歯学部など他学部の学生と
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協働し、チーム医療における役割分担や患者への説明責任など、実践的な課題を体験的に学修している。

その上で、5年次以降の薬局・病院実務実習では、薬剤師業務への参加型学習を行い、これまでに習得し

た知識や技能を臨床現場で具体的に活用する力を養成している。さらに、卒業研究においては、研究計

画の立案、実験・調査の実施、結果の考察を経て学会発表や卒業論文にまとめる過程を通じて、知識を研

究活動に実践的に展開する力を培っている（限定資料6）。到達度は実習評価表やポートフォリオ、さらに

ルーブリックを用いた多面的評価によって確認し（資料7、限定資料2〜6、限定資料8〜9、根拠資料2-2-1、

根拠資料2-2-2、根拠資料2-2-4、根拠資料2-2-5）、学生が薬剤師としての実践的能力と倫理観、加えて

研究者マインドを身につけていることを保証している。カリキュラム・マップおいても医療系統合教育と薬局

病院実務実習はいずれもディプロマ・ポリシーの学修目標に掲げる「実践」に対応して配置しており（基礎

資料1-1、基礎資料1-2）、段階的に学修成果を実践力に結び付ける体系を明示している。 

 

【観点 3-2-1-2 】  

「薬局実務実習」、「病院実務実習」は、実務実習委員会の機能を担う臨床薬学教育センターの教員が、

九州・山口地区実務実習調整機構、福岡県病院薬剤師会、福岡県薬剤師会との連携体制を維持しながら、

「薬学実務実習に関するガイドライン」を踏まえて実施している。臨床薬学教育センターの構成員は

実務家教員が担当していることから、同センターは実務実習や薬剤師の職能教育科目における問題点や

課題をとりあげるカリキュラム検討委員会の機能も一部担っている。実務実習を始めとする業務に関する事

項は、臨床薬学教育センターで原案を作成した後、教務委員会に提案され、最終的に教授会で承認され

る体制をとっている。 

臨床薬学教育センターの教員は、「薬局実務実習」及び「病院実務実習」における責任者を担当するが、

「薬局実務実習」では、各薬局に 1 名の学生担当教員を配置し、実習期間中の学生のメンタル面、進行状

況について指導薬剤師や学生と定期的な面談や電話による確認、臨床薬学教育センターへの報告を担

当することで、全教員が薬局実務実習に参画する体制を整備している（根拠資料3-2-1）。「病院実務実習」

では 臨床薬学教育センター担当の3 名の実務家教員が九州大学病院薬剤部に常駐し、実習先と綿密な

連携体制を構築している（根拠資料3-2-2）。 

「薬局実務実習」、「病院実務実習」の記録には富士フィルムシステムサービス株式会社が提供している 

web 上の実務実習指導・管理システム（以下、指導・管理システム）を用いている(根拠資料3-2-3)。本指

導・管理システムでは、学生の自己評価、学習内容に関する日誌を入力し、さらに週末には 1 週間の振り

返りを週報として入力している。これらに対して指導薬剤師が評価、コメント等を入力、続いて担当教員がこ

れらを確認し、日々の学習の内容と経過を把握している。 

「薬局実務実習」では開始前に学生担当教員が学生と面談後、担当薬局を訪問し、指導薬剤師に事前

説明等を行っている。実習中は 学生担当教員が薬局を訪問し、学生・学生担当教員と面談している。また、

定期的に学生と面談し、指導・管理システムを活用して指導薬剤師と電話等で実習の進捗状況を確認して

いる。面談結果は臨床薬学教育センターに報告し、必要に応じて実務家教員が対応する体制をとっている。

「病院実務実習」では、常駐している実務家教員 3 名が常時実習の状況を把握するとともに、実習中に指

導薬剤師・学生・実務家教員の 3 者面談を実施し、指導薬剤師と連携しながら、実習の進捗状況を把握し

ている（根拠資料3-2-4）。以上のように明確な責任体制のもと、実務実習を実施している。 
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【観点 3-2-1-3 】 

本学では1年次の基幹教育からアクティブ・ラーニングを組み込んだ講義・演習等を実施している。具体

的な科目として「課題発見科目（1年次）」では、他学部の学生を交えたSGDやPBLを通じて課題解決に取り

組み、協働の意義と難しさを体験させている（資料2-2, P.100〜P.101）。医療系統合教育科目である「薬

害」、「インフォームド・コンセント」、「チーム医療演習」、「臨床倫理」、実務実習に関連する「実務実習プレ

講義」、「実務実習プレ演習」「アドバンスト実務実習」でもSGDやPBLを取り入れ、身につけた知識を基盤

に、技能や態度を学ぶカリキュラムを構築している。背景とした課題発見力と批判的検討力を養成している

（資料5-1、資料5-2）。また、授業アンケートの結果を基に、これら科目対する学生からのフィードバック環

境も整備している（限定資料13、限定資料14）。これにより、授業内容を継続的に見直し、講義・演習内容

の検証・改善を図っている。 
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【観点 3—2-2-1 】各科目において適切な成績評価の方法・基準が設定され、学生への周知

が図られていること。 

【観点 3-2-2-2 】各科目の成績評価が、設定された方法・基準に従って公正かつ厳格に行

われていること。 

【観点 3-2-2-3 】成績評価の結果が、必要な関連情報とともに当事者である学生に告知さ

れるとともに、成績評価に対しての学生からの異議申立の仕組みが整

備され、学生へ周知が図られていること。 

 

［現状］  

【観点 3-2-2-1】 

各科目の成績評価には、適切な方法と基準が設定され、これらはシラバスにも明記している。本学のポ

ータルサイトを通じて、学生は各科目のシラバスと成績評価方法を確認することができる（根拠資料3-2-5）。

これにより、学生は各科目の評価基準を把握し、履修登録を行うことが可能になっている。九州大学におけ

る成績評価は、GPA制度に準じて行われており、以下の表に示すＳ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｆの5 段階で評価している。

Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃを合格、Fを不合格としており、再試験に合格した場合の成績は「Ｃ（単位を認める最低限の基

準には達している）」と定めている。これらの成績評価基準は大学ホームページや学生便覧「2025 修学の

てびき」を通じて学生に周知している（資料2-1, P.55、資料2-2, P.11〜P.12）。 

 

評語 成績の区分 GP 判定 

Ｓ 基準を大きく超えて優秀である 4 

合格 
Ａ 基準を超えて優秀である 3 

Ｂ 望ましい基準に達している 2 

Ｃ 単位を認める最低限の基準には達している 1 

Ｆ 基準を大きく下回る 0 不合格 

Ｗ 履修中止 −  

 

 

【観点 3-2-2-2】 

本学薬学部専攻科目における成績評価は以下の試験内規に準じて行い（資料2-1, P.56）、各科目の

成績評価は、担当教員が設定した評価基準に基づいて実施している。評価は科目の特性に応じて、筆記

試験（定期試験）、実技、レポート提出など様々な方法で行われている。定期試験は、原則として各学期末

に行っているが、一部の科目では定期試験に加えて中間試験なども実施している。 

 

 

【基準 ３ -２ -２】 

各科目の成績評価が、公正かつ厳格に行われていること。 
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薬学部試験内規  

1. 各科目の単位は、授業終了後その成績により与えられる。 

2. 定期試験の時期は、各学期末に行うことを原則とする。 

3. 定期試験を受けようとする場合は、学期当初に必ず履修登録をしなければならない。 

4. 受験資格は、その学期の実授業時間数の 3 分の 2 以上出席していなくては与えられない。 

5. 定期試験を受験できなかった学生については、病気その他正当な理由があると認められる場合に限

り、追試験を行う。 

6. 追試験を希望する学生は、当該科目の試験終了後 3 日以内に、出願理由を証明する書類と所定の

願書を薬学学生係に提出すること。 

7. 定期試験の不合格者に対し、学習到達度再調査（または再試験）を行う場合がある。これによる合格

者は C とする。 

8. 成績評価に対して異議申し立てを行う際は、教員による成績登録後 1 週間以内に薬学学生係に申

し出ること。 

 

 

学生には以下の「受験の心得」を学生便覧「2025 修学のてびき」（資料2-1, P.56）で明示するとともに、

各科目の試験開始前にも監督責任者が口頭で注意喚起を行っている。 

 
受験の心得 

1. 試験監督者が、学生を無作為割付した番号表を入り口に掲示するので、その番号と同じ机上番号の

座席で受験すること。指定された座席以外で受験した場合には、不正行為とみなす。 

2. 試験時間中、机の上に置けるものは、「黒鉛筆、シャープペンシル、消しゴム、手動式の鉛箪削り、時

計（計時機能だけのもの）、眼鏡」です。これ以外の所持品は、特に許可がない限り机の上に置いて

はいけない。試験時間中は、電動式鉛筆削り及び時計のアラームは使用してはいけない。 

3. その他の所持品（例えば、万年第、色鉛箪、ボールペン、下敷、定規、コンパス、計算機、箪入れ、参

考書、携帯電話など）は、試験室入室前に全てロッカーに保管すること。所持している場合は、不正

受験行為とみなす。 

4. 試験実施にあたっては、試験監督者の指示に従うこと。不正受験・指示違反等の行為は、厳重に取

り締まるので、絶対に行わないこと。また、答案を他人に見られないように各人で注意すること。故意

に答案を他人に見せたと複数の監督者などが判断した場合は、不正行為とみなす。 

5. 試験開始後 30 分以内の遅刻に限り受験を認める。また、開始後 30 分までの退出は認めない。開

始 30 分以降の途中退出者の答案は、試験監督者が席まで行き個別に回収するので、座ったままで

挙手をすること。途中退出者の通路をあけるため席を立つ場合、答案を裏返しにすること。 
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いずれの科目においても試験中の不正行為は厳しく禁止されており（資料2-1, P.57）、専攻教育科目

の試験において不正受験・指示違反等の行為が発見された場合、薬学部教務委員会は、直ちに事実調

査を行い、不正行為が確認された場合には薬学部教授会は以下の必要な措置をとる。 

 
1. 不正受験行為に対する措置 

(1) 当該学期の専攻教育科目の履修（実習科目を除く）を原則としてすべて無効とする。 

(2) 学部長が本人に対して上記措置を告げ、注意を行う。 

 
2. 指示違反行為の取扱い 

(1) 当該学期の当該専攻教育科目の履修を無効とする。 

(2) 学部長が本人に対して上記措置を告げ、注意を行う。 

 
3. 追再試験での不正受験・指示違反等の行為に対する措置 

(1) 不正受験の場合、当該試験期間中の専攻教育科目の受験資格を原則としてすべて無効とする。 

(2) 指示違反等の場合、当該専攻教育科目の試験を無効とする。 

(3) 学部長が本人に対して上記措置を告げ、注意を行う。 

 
以上のことから、本学部における成績評価は、設定された基準と方法に従って、公正かつ厳格に実施し

ているといえる。 

 

【観点 3-2-2-3】 

各科目の成績評価の結果は、本学のポータルサイトを通じて確認することができる。また、上記の試験

内規の第8項に準じて、成績評価に対する異議申し立ての手順を定め、教員・学生に周知している（根拠

資料3-2-6）。
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【観点 3-2-3-1 】進級判定基準、留年の場合の取扱い等が設定され、学生への周知が図ら

れていること。 

注釈：「留年の場合の取扱い」には、留年生に対する上位学年配当の授業科目の履修を制

限する制度、再履修を要する科目の範囲等を含む。 

【観点 3-2-3-2 】各学年の進級判定が、設定された基準に従って公正かつ厳格に行わ

れていること。 

 
［現状］  

【観点 3-2-3-1】【観点 3-2-2-2】 

本学薬学部では平成 29 年度に2学期制から 4学期制へ移行したことにともない進級判定制度が変更

され、基準が科目数から単位数となった。現在は、1年次、 2年次及び4年次終了時に進級査定を実施して

いる。以下に進級要件を示す（資料2-1, P.54）。 

 
1. 2 年次に開講される専攻教育科目を履修するためには、 基幹教育科目並びに専攻教育科目について、 

1年次終了までに修得すべき科目のうち、 未修得の単位が 4 単位以下でなければならない。 

2. 3年次に開講される専攻教育科目を履修するためには、 基幹教育科目並びに専攻教育科目について、 

2年次終了までに修得すべき科目のうち、 未修得の単位が 10単位以下でなければならない。 

3. 5年次に開講される専攻教育科目を履修するためには、 基幹教育科目並びに専攻教育科目について、 

4年次終了までに修得すべき科目のうち、 未修得の単位が 6 単位以下でなければならない。 
 
また、5年次の「薬局実務実習」および「病院実務実習」については、4年次の共用試験に合格しなけれ

ば参加できないことを学生便覧「2025 修学のてびき」で明示し（資料2-1, P.84）、周知している。但し、本

学薬学部の場合、4年次の共用試験（CBT・OSCE）の合格は、5年次への進級要件ではなく、その後に続く

実務実習の成績が進卒業要件になっている。過去に共用試験の不合格者（実務実習事前学習の単位は

認定済）が、6年次に継続される卒業研究を5年次に前倒して行い、共用試験合格後に6年次において実

務実習を実施した事例がある。 

留年した場合の取扱いについて、未修得単位が多い学生に対しては、再履修科目も含めて最短で進

級に必要な単位修得が可能となる時間割の作成等のアドバイスを行っている（根拠資料2-1-5）。留年生が

上位学年配当の授業科目を履修した事例はないが、このような事例が生じた場合は、上位学年配当の授

業科目の履修を制限するよう助言が必要になると考えられる。また、履修科目数の上限を制限するキャップ

制度は導入していないが、時間割作成上重複する科目の二重登録はシステム上不可能であり、留年生の

過剰な履修登録は実質的に制限されている。 

各学年の進級判定は、設定された基準に基づき厳格に実施している。各進級判定の学年次において、

所定の単位数を満たしているかを確認し、進級要件を満たさない場合は留年となる。各学生の単位取得状

況は、年度末の教務委員会で審議した後、教授会で進級の可否について判定している（限定資料1-1、限

定資料1-2、基礎資料3-1、基礎資料3-2、基礎資料3-3）。 

【基準 ３ -２ -３】 

進級が、公正かつ厳格に判定されていること。 
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【観点 3-2-4-1 】卒業認定の判定基準が卒業の認定に関する方針に基づいて適切に設

定され、学生への周知が図られていること。 

【観点 3-2-4-2 】卒業に必要な単位数の修得だけではなく、卒業の認定に関する方針に 掲

げた学生が身につけるべき資質・能力の評価を含むことが望ましい。 

【観点 3-2-4-3 】卒業認定が判定基準に従って適切な時期に、公正かつ厳格に行われてい

ること。 

注釈：「適切な時期」とは、卒業見込者が当該年度の薬剤師国家試験を受験できる時期を

指す。 

 

［現状］  

【観点 3-2-4-1】【観点 3-2-4-2】【観点 3-2-4-3】 

学士課程の卒業判定基準は、「卒業に必要な最低修得単位数」として学生便覧「2025 修学のてびき」

に掲載されており、学生に周知している（資料2-1, P.54）。臨床薬学科の学生における卒業に必要な最低

修得単位数は、基幹教育科目 58単位、専攻教育科目 132 単位、合計190 単位である。 

卒業認定においては、所定の単位数を修得するだけでなく、ディプロマ・ポリシーで示している学修目

標に到達していることを求めている。これらの学修目標の到達度の評価は、学生自身の自己評価とカリキュ

ラム・ポリシーに基づいた各科目の成績評価によって行っている。また、ディプロマ・ポリシーで掲げている

「研究者マインド」の涵養に係わる評価は、主に「卒業研究」を通じて「卒業研究・中間演習 概略評価表」に

記した指標に基づいて行っている。「卒業研究」の実施期間は3 年後期から6年次であり、問題解決能力の

醸成度を評価するため、卒業研究中間演習（5 年生後期 1 単位）を実施し、配属分野以外の教員からも評

価・助言を受ける。卒業研究の成果についても、より客観的な評価を行うため、主指導教員及び他分野を

含む副指導教員２名で評価を行っている（資料5-1, P.319〜P.321, P.325〜P.326、根拠資料2-2-1、根拠

資料2-2-2）。以上の仕組みにより、卒業認定は学生の学修成果と資質・能力の到達状況を総合的に評価

する、公正かつ体系的なプロセスとして運用されている（限定資料1-1、限定資料1-2、基礎資料3-3）。 

学士課程終了までの成績は学生係がとりまとめた後、教務委員会で審議した後、教授会に付議される。

薬剤師国家試験の日程を考慮し、卒業認定のための議題は2 月開催の教授会に付議している。 

【基準 ３ -２ -４】 

卒業認定が、公正かつ厳格に行われていること。 
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［現状］  

本薬学部では入学時にオリエンテーションを実施し、履修登録、進級・卒業の成績基準、研究室配属に

係わる規定などについて、薬学教育全体の概要を俯瞰した説明を行っている（資料4）。同様の説明を1年

次前期に開講している「創薬科学総論Ⅰ」の初回講義内でも行っており、2年次と3年次の各学年の初めに

も教務委員長が履修指導を実施している。 

教育支援体制として、1〜3年次には担任制度を設け、臨床薬学科では2名の教員が担当し、個々の学

生に応じた履修指導や修学上の悩みなどについて定期的な個別面談を行っている（根拠資料2-1-4）。ま

た、3年後期からの研究室配属後は、配属先の教員が履修指導を担当し、学修を支援している。薬学実務

実習の履修前には、臨床薬学教育センターの実務家教員が「薬学実務実習に関するガイドライン」に基づ

いたガイダンスを実施しており、実習前の事前学習を含めた適切な指導を行っている（根拠資料3-2-2） 。 

修学に課題を抱える学生に対しては、担任や所属研究室の教員と学生係の職員が協働で個別の修学計画

を策定し、履修指導を行っている（根拠資料2-1-5）。3年次までの留年生の担任は入学時に割り当てられ

た教員が継続して担当し、一貫した履修指導を行う体制を整備している。過去、本学では健康面での問題

で「卒業研究」を完了できず卒業が延期になったケースがあることから、当該学生の体調に配慮しながら配

属先の教員が責任をもって研究指導を行うことで対応している。 

【基準 ３ -２ -５ 】 

履修指導が適切に行われていること。 

注釈：「履修指導」には、日々の履修指導のほか、入学者に対する薬学教育の全体像を俯瞰

できるような導入ガイダンス、入学までの学習歴等に応じた履修指導、「薬学実務

実習に関するガイドライン」を踏まえた実務実習ガイダンス、留年生・ 

卒業延期者に対する履修指導を含む。 
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[教育課程の実施に対する点検・評価] 

基準3-2-1 教育課程の編成・実施方針に基づいた教育の適切な実施 

本学部臨床薬学科では、ディプロマ・ポリシーに掲げる5つの学修目標（主体的学び・協働、知識・理解、

適用・分析、評価・創造、実践）に基づき（根拠資料1-2-1）、カリキュラム・マップに沿って講義・演習・実

習・卒業研究が段階的に配置され（基礎資料1-1、基礎資料1-2）、低学年から高学年に至るまで学修の連

続性が保証されている。1〜2年次では基幹教育科目、専攻教育科目、薬学基礎実習を通じ、知識基盤の

構築と基礎的技能の修得を重視している。3〜4年次に配置される医療系統合教育では、多職種連携や倫

理的判断力を養成し、実践力の基盤を形成している。5年次には「薬局実務実習」「病院実務実習」を配置

し、薬剤師業務に参加しながらこれまでに修得した知識や技能を臨床現場で統合的に活用する力を育成

している。評価は実習評価表、ポートフォリオ、ルーブリック等により多面的に実施し（資料5-1）、学生の実

践力が客観的に確認されている。また、3年次後期から6年次にかけては「卒業研究」に取り組んでいる。学

生は研究課題を設定し、実験・調査・結果の分析を通じて、知識の応用と新たな知見の創出を経験する。

研究成果は卒業論文や学会・学術論文等でも発表され（基礎資料9）、複数の教員による評価体制のもと

で厳格に審査されている（根拠資料2-2-1、根拠資料2-2-2）。この過程により、批判的思考力、探究心、

研究者マインドが涵養されている。さらに、臨床薬学教育センターが薬剤師会や地区調整機構と連携し、

「薬学実務実習に関するガイドライン」に準拠した臨床現場での教育を展開しており（根拠資料3-2-1、根

拠資料3-2-2）、外部連携を通じた教育の質保証も図られている。以上のことから、本学科の教育課程は編

成方針に即して体系的かつ適切に実施しており、基準3-2-1を満たしているといえる。 

 

基準3-2-2 各科目の成績評価の公正性・厳格性 

各科目のシラバスには評価方法・基準を明記し、学生に周知されている。成績はGPAに準拠したS〜F

の5段階評価で、シラバスに示された到達目標との対応関係に基づいて判定されている（資料2-1, P.55、

資料2-2, P.11〜P.12）。試験は「薬学部試験内規」に基づき、受験資格、追試験・再試験の条件、合格基

準（C評価以上）、成績評価に対する異議申し立ての手続きなどが規定されている（根拠資料3-2-6）。試験

実施時には、持込可否、座席指定、遅刻・退出条件、不正行為への対応を詳細に定めており、不正が認

められた場合は当該科目単位の無効や学期内の履修無効といった厳格な措置を講じている（資料2-1, 

P.56〜P.57）。また、成績評価の結果はポータルシステムを通じて速やかに公開し、成績評価の透明性が

確保されている（根拠資料3-2-5）。学生は異議申立制度を利用することで、評価に対する正当な検証を受

けることができる体制となっている。このように評価基準を事前に明示し、厳格かつ透明性の高い成績評価

を実施していることから、基準3-2-2を満たしているといえる。 

 

基準3-2-3 進級判定の公正性・厳格性 

進級判定は、学年ごとに必要な修得単位数を明確に定め、基準を満たさない学生は進級できない仕組

みとなっている（資料2-1, P.54）。例えば、2年次進級には1年次の未修得科目が4単位以下であることなど、

数値的に明示された要件を満たす必要がある。薬学共用試験は5年次の薬局・病院実務実習を開始する

ための必須条件であるが、進級判定の要件とはなってない。そのため、4年次に薬学共用試験を合格でき

なかった学生は、卒業研究を先行して行い、6年次に薬局・病院実務実習を実施することで計画的に学修
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を進められるよう配慮している。これらの基準は教務委員会で定期的に審議され、最終的には教授会で進

級可否が判定されている。これにより、個人の主観や恣意的判断が入り込む余地を排除し、公正性と厳格

性を確保している。進級に必要な条件が数値化され、組織的に判定されていることから、基準3-2-3を満た

しているといえる。 

 

基準3-2-4 卒業認定の公正性・厳格性 

卒業には、基幹教育科目58単位と専門教育科目132単位を合わせた計190単位の修得が必要であり、

この要件は学生便覧「2025 修学のてびき」等で周知している（資料2-1, P.54）。加えて、卒業研究を通じ

てディプロマ・ポリシーに掲げた学修目標の最終到達度を評価している（根拠資料1-2-1、 根拠資料1-2-

2）。卒業研究は3年次後期から開始し、6年次後期に論文提出・発表をもって完了する。評価は主指導教

員に加えて複数の副査教員が参加する多面的体制で行われ、客観性が担保されている（資料2-2-2）。さ

らに、国家試験受験を前提とした卒業認定が行われるため、薬剤師養成の社会的責務を果たす観点から

も厳格な基準が適用されている。明確な単位要件と複数教員による評価体制に基づき、卒業認定が公正

かつ厳格に行われていることから、基準3-2-4を満たしているといえる。 

 
基準3-2-5 履修指導の適切性 

本学科では、入学直後のオリエンテーションで履修規則・進級要件・卒業要件・研究室配属に関する情

報を一括して提示し、学生が学修の全体像を把握できるようにしている（資料4）。さらに、各学年の冒頭に

は教務委員長が履修指導を行い、その年度に必要な履修計画を具体的に示している。また、1〜3年次に

おいては担任制度を設け、定期的な個別面談を通じて学修状況や生活面での相談を受け付け、支援を行

っている（根拠資料2-1-4）。これにより、学生の履修状況を把握し、進級や卒業に向けて円滑に学修を進

められる体制が整備されている。学年横断的かつ個別支援を含む多層的な履修指導が適切に実施されて

おり、基準3-2-5を満たしているといえる。 

 

＜優れた点＞  

本学部臨床薬学科の教育課程は、薬学教育モデル・コアカリキュラムに準拠した体系性を備えているだけでな

く、その実効性を確保するための運用に特徴がある。特に以下の点が挙げられる。 

Ø カリキュラム・マップの活用 

各科目とディプロマ・ポリシーの学修目標との対応を明確化し、学生の修学状況（単位取得率、留年・休学・

退学の動向など）の分析や学生自身の自己評価と組み合わせて活用している。この仕組みにより、教育課程の

点検結果を入試制度や教育方法の改善につなげる循環が機能している。 

Ø 大学全体の教学方針との整合性 

全学的に策定された「教学マネジメント枠組み」との連動を重視し、学部レベルでの改善活動が大学全体の

教育方針と有機的に結びついている。 

 

＜ 改善を要する点＞ 

進級要件として設定されている単位数は、専攻教育科目の履修順序性に基づく必然的な水準であり、制

度自体は適切である。しかし、学生にとっては「なぜその単位数が必要なのか」が理解しにくい面もあるため、
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この基準が教育課程の構造上の必然性に基づくものであることを丁寧に説明する必要がある。 

 

[改善計画] 

学生便覧「2025 修学のてびき」や履修ガイドにおいて、進級基準が教育課程の履修順序性に基づいて

設定されていることを周知・説明する。また、新入生オリエンテーションや進級説明会においても、基準の趣

旨や教育的必然性を説明する機会を設け、学生の理解を高める。 
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【基準 ３ -３ -１】 

学修成果の評価が、教育課程の編成及び実施に関する方針に基づいて適切に行わ

れていること。 

注釈：学修成果は、教育課程の修了時に学生が身につけるべき資質・能力を意味する。 

（３－３） 学修成果の評価 

 

 

【観点 3-3-1-1 】学生が身につけるべき資質・能力が、教育課程の進行に対応して評価さ

れていること。 

注釈：評価に際しては、教育課程の編成及び実施に関する方針に基づいて適切に評価計画

（ 例えば教育課程の編成及び実施に関する方針に基づいて設定したカリキュラム

に則った教育の実施により、いつ、どのような方法で測定するかの計画）が策定さ

れていることが望ましい。 

【観点 3-3-1-2 】実務実習を履修するために必要な資質・能力が、薬学共用試験（ CBT 

及びOSCE） を通じて確認されていること。 

注釈： 実務実習を行うために必要な資質・能力を修得していることが、薬学共用試験セ

ンターの提示した基準点に基づいて確認されていること。薬学共用試験（ CBT及

びOSCE）の実施時期、実施方法、合格者数及び合格基準が公表されていること。 

【観点 3-3-1-3 】学修成果の評価結果が、教育課程の編成及び実施の改善・向上に活用

されていること。 

 

［現状］  

【観点 3-3-1-1】 

本学部臨床薬学科では、ディプロマ・ポリシーに掲げる「主体的な学び・協働」「知識・理解」「適用・

分析」「評価・創造」「実践」の学修目標を到達させるため、令和4年度改訂版薬学教育モデル・コアカリ

キュラムに準拠した教育課程を体系的に編成している 。 

各科目とディプロマ・ポリシーの対応関係は「カリキュラムマップ」に明示しており(基礎資料1-1、基礎

資料1-2)、学生が履修科目の意義や関連性を把握できる仕組みを提供している。これにより、低学年で

は基盤的知識の定着、中学年では応用・分析能力の育成、高学年では臨床応用・研究活動を通じた

統合的能力の涵養という流れに沿って、段階的に学修成果を評価できる構造を確立している。具体的

な評価方法としては、講義科目では定期試験・小テスト・レポートなどによる知識の到達度評価、実習科

目ではルーブリックを用いた技能・態度の評価、演習や発表科目では口頭試問やディスカッションを通

じた発表能力や問題解決力の評価を行っている（資料5-1）。また、卒業研究中間演習、卒業研究、卒

業発表では主査・副査の複数教員による審査を経て、研究成果を総合的に評価する体制を整えている

（資料5-1, P.319〜P.321, P.322〜P.324, P.325〜P.326、根拠資料2-2-1、根拠資料2-2-2）。加えて、

2024年度入学生からは、進級時にディプロマ・ポリシーに基づく自己評価を導入し、学生自身が各学修

目標の到達度を振り返る仕組みを取り入れた（根拠資料1-2-2、限定資料30）。これにより、客観的評価

と自己評価を組み合わせた多面的な評価を行い、教育課程の進行に即した適切な学修成果を確認し

ている。 
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【観点 3-3-1-2】 

4年次後期に薬学共用試験（CBT・OSCE）を受験し、合格することを条件として5年次からの実務実

習に参加する仕組みを整えている 。薬学共用試験は全国統一の基準で実施されるものであり、CBTは

基礎薬学・医療薬学を中心とした体系的知識の確認、OSCEは服薬指導・注射薬調製・調剤など臨床

現場で必要とされる技能や態度の確認を目的としている。これにより、学生が必要な資質・能力を一定

水準以上身につけていることを客観的に保証している。 

学生便覧「2025 修学のてびき」（資料2-1, P.54〜P.58, P.84〜P.85）には、薬学共用試験が「実務

実習に臨む前に必要な基本的知識・技能・態度を確認するために行われる」こと、ならびに「合格者の

みが5年次に実務実習へ進む」ことを明示しており、全国基準に準拠した共用試験の合格をもって実務

実習の履修資格を保証している。また、事前実務実習関連科目である「実務実習プレ講義・演習・実習」

では、倫理観・患者対応力・チーム医療への適応力など臨床現場で不可欠な態度を確認している(資料

5-1, P.300〜P.302, P.303〜P.305, P.306〜P.308)。これにより、共用試験と本学独自の教育プログラム

が連携し、実務実習に必要な資質・能力の確認が多面的に行われている。 

 

【観点 3-3-1-3】 

本学では、教育課程の適切性を維持・向上させるために、学修成果の評価結果を教育改善に還元

する仕組みを整えている。具体的には、「カリキュラム検討委員会」および「教務委員会」において時間

割の科目配置やシラバス記載内容を確認・検討し、改善が必要と判断された場合には担当教員に修正

を依頼している。これにより、教育課程の体系性や実効性が継続的に点検している。また、全科目にお

いて学生を対象とした授業評価アンケートを実施し、その集計結果や自由記述を担当教員へフィードバ

ックしている（限定資料13、限定資料14）。各教員はアンケート結果に基づき授業内容や方法の改善を

行い、その結果は翌年度以降の講義・実習等に反映している。さらに、実務実習終了後には指導薬剤

師と実習生にアンケートを実施し（限定資料32）、自己点検・評価を行う仕組みを取り入れている。改善

が必要とされた場合は、カリキュラム検討委員も兼ねた臨床薬学教育センターの教員及び教務委員会

で議論し、必要に応じて次年度以降の実習内容に反映されるなど、フィードバック体制が確立している。 
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［ 学修成果の評価に対する点検・評価 ］ 

本学部臨床薬学科では、学修成果の評価が「教育課程の編成及び実施に関する方針」に基づいて

適切に行われるよう、多層的な評価体制が整備されている。ディプロマ・ポリシーに掲げる学修目標と各

科目の対応関係をカリキュラム・マップに明示し（基礎資料 1-1、基礎資料 1-2）、教育課程全体の設計

意図に沿って評価が段階的に行われている。 

講義科目では定期試験やレポート、実習科目ではルーブリックに基づく技能・態度評価、演習・発表

科目では口頭試問や討論、卒業研究では複数教員による審査など、多面的な評価方法を導入している。

また、2024 年度入学生からは進級時にディプロマ・ポリシーに基づく自己評価を導入し、客観的評価と自

己評価を組み合わせた到達度確認を実現している（根拠資料 1-2-2、限定資料 30）。さらに、4 年次後

期には全国統一基準で実施される薬学共用試験（CBT・OSCE）を受験し、合格者のみが 5 年次からの

実務実習に参加できる体制が整えられている。共用試験は、基礎から臨床にわたる知識や、服薬指導・

調剤など臨床に必要な技能・態度を客観的に確認するものである。また、共用試験受験前には「医療系

統合教育」「実務実習プレ講義・演習・実習」を設け、倫理観や患者対応力、チーム医療への適応力とい

った臨床現場で不可欠な資質・態度を習得できるようするカリキュラムが構成されている。加えて、全科目

で授業評価アンケートを実施し、結果は教務委員会やカリキュラム検討委員会で検討され、教育改善に

努めている（限定資料 13、限定資料 14）。実務実習終了後にも学生・指導薬剤師を対象としたアンケート

を行い（限定資料 32）、その結果はカリキュラム検討委員も兼ねた臨床薬学教育センターの教員間でも

検討され、必要に応じて次年度以降の実習改善につなげている。 

以上のように、本学部臨床薬学科では、教育課程の編成及び実施に関する方針に基づき、学修成果

の評価が体系的かつ適切に行われ、その結果が教育改善に活用している。これらの現状から、本学にお

ける学修成果の評価は、基準 3-3-1を満たしているといえる。 

 

＜優れた点＞  

特になし 

 

＜ 改善を要する点＞ 

ディプロマ・ポリシーに照らした学生自身の自己評価は2024年度入学生から導入された新しい取り組

みであり、その結果を教育課程の改善にどのように活用するかは検討段階である。今後は、自己評価結

果を系統的に集約・分析し、授業改善や学修支援に反映する仕組みを整備する必要がある。 

 

[改善計画] 

2024年度入学生から導入した自己評価について、今後は学生の到達度を定量的に集約し、年度ごと

に報告書として整理する。カリキュラム検討委員会で定期的に分析結果を検討し、授業方法や学修支援

体制の改善に直接反映させる仕組みを整備する。
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【基準 ４ -１】 

入学者（ 編入学を含む）の資質・能力が、入学者の受入れに関する方針に基づい

て適切に評価されていること。 

４ 学生の受入れ 

 

 

【観点 4-1-1 】入学者の評価と受入れの決定が、責任ある体制の下で適切に行われてい

ること。 

【観点 4-1-2 】学力の３ 要素が、多面的・総合的に評価されていること。 

注釈：「学力の３ 要素」とは、知識・技能、思考力・判断力・表現力等の能力、主体性を持って多

様な人々と協働して学ぶ態度を指す。 

【観点 4-1-3 】医療人を目指す者としての資質・能力を評価するための工夫がなされ 

ていること。 

【観点 4-1-4 】入学を希望する者への合理的な配慮に基づく公平な入学者選抜の機会を

提供していること。 

注釈：「合理的な配慮」とは、障がいのある方が日常生活や社会生活で受けるさまざまな制限をも

たらす原因となる社会的障壁を取り除くために、障がいのある方に対し、負担になり

過ぎない範囲で、個別の状況に応じて行われる配慮を指す。 

【観点 4-1-5 】入学者の資質・能力について検証され、その結果に基づき必要に応じて

入学者受入れの改善・向上等が図られていること。 

注釈： 学力の３ 要素に対応した試験方式の見直しのほか、 入学後の進路変更指導等も含む。 

 

 

［現状］ 

【観点 4-1-1】 

入学者選抜の実施にあたっては、「九州大学入学試験実施委員会等規程」（根拠資料4-1-1）に基づ

き、公正かつ妥当な方法により行っている。薬学部における入学者の評価および合否判定は、「九州大

学薬学部入試査定委員会」（限定資料16）が責任をもって実施している。その決定内容は、大学の入学

試験実施委員会、さらに上位の組織において確認・承認される体制となっており、責任ある組織的枠組

みの下で入学者選抜が適切に行われている（限定資料17）。 

 
【観点 4-1-2】 

本学薬学部臨床薬学科における入学者受入れは、アドミッション・ポリシー（根拠資料1-2-1）に基づ

いて実施している。当該ポリシーは「募集要項」や大学ホームページ等を通じて広く公表するとともに、オ

ープンキャンパス、入試相談会、高校訪問、大学見学の機会などを通じて周知している。 

入学者選抜においては、大学入学共通テスト、個別学力検査、面接（令和7年度入学試験から前期日

程にも導入）、調査書等を適切に組み合わせることにより、知識・技能、思考力・判断力・表現力等の能力、

主体性を持って多様な人々と協働して学ぶ態度の「学力の３要素」を多面的かつ総合的に評価している。 

以下に、臨床薬学科のアドミッション・ポリシーを示す（根拠資料1-2-1）。 



- 48 -  

求める学生像 

近年、医療の高度化、複雑化、高齢社会の到来、医薬分業の進展など薬剤師を取り巻く環境が大きく

変化している。このような状況下で、薬剤師は最適な薬物療法の提供、服薬指導、医療への安全対策な

ど、幅広い分野において独自の役割を果たすことが、強く求められるようになってきた。また、薬剤師とし

ての基礎知識や技能、高い倫理観はもとより、医療従事者としての教養、医療現場で通用する実践力な

ど、これまで以上に高い資質を持った薬剤師を養成することが求められている。九州大学の薬学部臨床

薬学科は、広い視野と豊かな人間性を有し、かつ医療従事者として質の高い薬剤師教育を行い、医療薬

学の将来を担う人材を育成することを教育理念としている。 

臨床薬学科では、基礎薬学としての化学系薬学や物理系薬学ならびに生物系薬学を体系的に学ぶ

とともに、高度な医療系薬学の基礎的および臨床的教育を行い、さらに臨床にかかわる実践的な実務能

力を培う。医療従事者として広範な視野を持ち、医療現場で指導的役割を担う薬剤師を育成する。また

本学科で育成する薬剤師とは「研究者マインドを持つ薬剤師」を意味しており、研究を通して課題を探究

する能力と問題を解決する能力を育成する。 

以上のような目的のため、下記の条件に合う学生を求めている。 

• 科学研究に対して高い興味や関心を持ち、研究者や指導者として育つ素養がある。 

• 高等学校卒業レベルの十分な基礎学力を持つとともに、理科科目(化学、生物および物理)に対し

て強い興味を持つ。 

• 医療人として患者や医療従事者等とコミュニケーションを取ることができ、医療人としての倫理観が

育つ素養を持つ。 

• 将来の国際的な活躍のための基盤となりうる十分な英語の基礎学力をもつ。 

 

求める学生像と学力３要素との関係 

• 知識・技能：高等学校等における基礎的教科・科目の履修を通して獲得される知識・技能。特に、

化学系、物理系、生物系、医療系の基礎学問の習得が必要であるため、理科科目に対する強い

興味と十分な素養、および、基本的な英語力を持っていること。さらに、薬剤師としての基礎知識、

技能を習得するため積極的に努力する素養を持っていること。 

• 思考力・判断力・表現力等の能力：知識を活用し、多角的に考え、客観的に評価できる素養を持っ

ていること。さらに、創造力、指導力、国際性、に加え、薬剤師としての高い倫理観を磨くため積極

的に努力する素養を持っていること。 

• 主体性を持って多様な人々と共同して学ぶ態度：科学研究に対する関心。理科科目(化学、生物

および物理)に対する興味。自分の考えを持ち、的確にそれを伝え、さらに異なる考えも尊重してコ

ミュニケーションを積極的に行う素養を持っていること。さらに、医療従事者としての教養、医療現

場で通用する実践力を磨くため積極的に努力する意欲を持っていること。 
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入学者選抜方法との関係 

 ①知識・技能 ②思考力・判断力・表

現力等の能力 

③主体性を持って多様な

人々と協働して学ぶ態度 

一般選抜 

（前期） 

大学入学共通テスト 

調査書 

個別学力検査 

個別学力検査 

個人面接＊ 

調査書 

個人面接＊ 

一般選抜 

（後期） 

大学入学共通テスト 

調査書 

個人面接 調査書 

個人面接 

*令和7年度から実施 

 

一般選抜以外では、帰国生徒選抜・私費外国人入試も実施しており、定員は若干名としている。2021年

度入試以降の定員充足状況と編入学者の動向及び学生の受け入れ状況は基礎資料4にまとめている。 

 

【観点 4-1-3】 

本学薬学部臨床薬学科では、医療人を目指す学生に求められる資質・能力を多面的に評価するため、従

来から大学入学共通テストや個別学力検査に加えて、面接試験（後期日程）や調査書を用いた入学者選抜

を行ってきた。これにより、基礎学力に加えて、将来薬剤師として必要とされる態度、倫理観、協調性、コミュ

ニケーション能力等を確認する体制を整備してきた。選抜方式としては、十分に機能しており、九州大学薬

学部の求める学生の獲得に繋がっていたと考えている。 

一方で、九州大学薬学部では、入試制度をより充実したものにするために検討を重ねてきた。臨床薬学科

のアドミッション・ポリシーに掲げた内容、特に「研究者マインドを持った薬剤師」に関連する「科学研究に対し

て高い興味や関心を持ち、研究者や指導者として育つ素養」、「医療人として患者や医療従事者等とコミュニ

ケーションを取ることができ、医療人としての倫理観が育つ素養」に関して、入学試験により反映させた入試

制度へと工夫することを画策してきた。また、近年の入試結果を分析したところ、後期日程における面接試験

の得点が合否判定に十分反映されていない可能性があり、必ずしもアドミッション・ポリシーに掲げる人物評

価の重視が十分に達成されていない懸念が指摘された（限定資料18、限定資料19、限定資料20）。この状

況を踏まえ、令和7年度入試より、前期・後期いずれの試験においても、医療人としての資質・能力をより適

切に評価できるよう選抜方法の見直しを行った(限定資料21)。 

 

前期日程における改善 

従来の前期試験では、大学入学共通テスト及び個別学力検査に基づく学力評価が中心であったが、令

和7年度からはアドミッション・ポリシーに沿った人物評価を一層重視する観点から、面接試験を導入した（限

定資料19、限定資料21）。 

面接は3名の試験委員（うち1名は必ず教授）が実施し、志望動機やコミュニケーション能力、医療人として

の態度等を設問に基づいて評価する。評価は二段階方式を基本とし、明らかに医療人としての適性に欠け

ると判断された場合には、学力試験の得点に関わらず不合格とする厳格な基準を設けている（資料8-1, 

P.16、資料8-2、資料8-3）。さらに、態度や定型質問についても4段階評価を行い、一定水準に満たない場
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合には同様に不合格とする仕組みを導入した。このような仕組みにより、基礎学力の高さのみならず、医療

人として不可欠な基本的態度や倫理観を欠く受験者を排除することが可能となり、アドミッション・ポリシーに

掲げる人材像に即した選抜が可能となっている（限定資料22）。 

 

また、面接実施にあたり、受験者数と面接環境を適切に維持するため、第1段階選抜を導入した（資料8-1、

資料8-2、資料8-3、限定資料18、限定資料21）。従来は第1段階選抜を行わなかったが、今後は募集人員

の約3倍を上限とする受験者を対象に第2段階選抜を実施することとし、受験者・試験実施体制双方にとって

円滑で安定した運営が可能となった。これにより、例年の競争率や共通テストの得点率の分布を踏まえた妥

当な基準で受験者を絞り込み、面接試験をより確実かつ効果的に実施する体制を整備した。 

 

後期日程における改善 

後期試験については、これまで大学入学共通テストと個別学力検査（英語）に加えて面接試験を課してい

たが、実際には英語試験の結果や面接の得点が合否に十分影響を与えていない事例が見受けられた。こ

のため、令和7年度入試より、個別学力検査における英語試験を廃止し、その配点を大学入学共通テストに

移行することとした。あわせて、面接の配点を100点から150点へと増加させ、総合評価における面接の比重

を高めた。これにより、受験生の基礎的な語学力については共通テストで十分に評価できる体制としつつ、

人物評価をより重視する選抜へと改めている（限定資料20、限定資料23） 

新たな配点では、面接の得点比率は全体の約18.8％を占めることとなり、これまでよりも医療人としての適

性や倫理観、協調性、主体性を重視する仕組みとなった。この変更は、薬剤師を取り巻く環境が高度化・複

雑化する中で、単に知識・技能に優れるだけでなく、多様な人々と協働できる資質や、患者・医療従事者との

円滑なコミュニケーションを重視する現代の医療人像に即した対応であると位置づけられる。 

 

総合的評価体制の確立 

これらの改革により、薬学部臨床薬学科では、前期日程においても後期日程においても、学力試験に加

え、面接試験を通じて医療人としての基本的な資質・能力を適切に評価できる体制が整えられた。とりわけ、

前期ではアドミッション・ポリシーに明示された人材像を踏まえた厳格な人物評価を導入することで、将来医

療の現場で活躍できる資質を持つ受験生を早期に選抜する仕組みを構築した。一方、後期では学力偏重を

是正し、人物評価の重視を通じて、知識・技能とともに思考力・判断力・表現力、そして協働性を兼ね備えた

学生を受け入れることを可能とした。 

このように、令和7年度から導入される新たな入試制度は、従来の学力中心の評価を補完し、医療人として

の資質・能力をより実質的に評価する方向へと進化している。これらの変更は、単なる制度改定にとどまらず、

薬学部教育の理念である「広い視野と豊かな人間性を持ち、医療薬学の将来を担う人材の育成」に直結す

るものであり、将来の薬剤師像にふさわしい学生を適切に受け入れるための重要な取り組みであるといえる。 

 

【観点 4-1-4】 
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本学薬学部では、入学者選抜の実施にあたり、「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」（い

わゆる「障害者差別解消法」）に則り、障がいのある受験生に対して合理的な配慮を行っている。九州大学は

大学ホームページ上で「受験上及び修学上の配慮」に関する情報を公開し、出願前に事前相談の機会を設

けている（根拠資料4-1-2）。 

 

薬学部においては一般選抜を実施しており、出願前に学務部入試課入試第一係を窓口として事前相談

を受け付けている。その際、大学ホームページからダウンロード可能な「事前相談申請書」を利用することに

より、受験生の個別の状況に応じた配慮内容を確認し、検討を行っている（根拠資料4-1-3）。これにより、障

がいのある受験生の負担を軽減し、他の受験生と比較して不利とならないよう、公平な受験機会を確保する

体制を整えている。 

 

【観点 4-1-5】 

【観点 4-1-3】と重複するが、本学薬学部臨床薬学科では、入試制度を見直し、令和7年度入試から新た

な体制で選抜試験を実施している。これは、本学入試実施委員会において、アドミッションセンター（根拠資

料4-1-4）から提供される様々な統計データに基づいて検討したものである。特に、後期試験での英語試験

の廃止・面接試験の配点の再設定は、アドミッションセンター教員の試算・助言も含めて検討したものであり、

客観的にも妥当なものになっていると考えている。 
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【観点 4-2-1 】最近６ 年間の入学者数が入学定員数を大きく上回っていないこと。 

【観点 4-2-2 】入学者数の適切性について検証が行われ、必要に応じて改善が図られて

いること。 

 

［現状］  

 

【観点 4-2-1】 

本学薬学部臨床薬学科は、6年制課程として入学定員30名を設定している。直近6年間（令和2年度から

令和7年度入試まで）において、いずれの年度も定員を充足しており、充足率は概ね100％から107％の範

囲（定員プラス２人内）に収まっている（基礎資料3-4）。したがって、入学者数が所定の入学定員数を大きく

上回ることはなく、適正に管理されている。 

 

【観点 4-2-2】 

本学科における入学者受入数は、毎年度の入学手続率や入学率をもとに、試験制度ごとに精査されて

いる。これらの検討は、薬学部入試査定委員会および入試委員会において行われ、その結果は教授会に

報告されて決定される（根拠資料4-1-1、限定資料16、限定資料17）。入学率を正確に予測し、入学者数を

定員通りに確保することは容易ではないが、慎重な検討を重ねてきた結果、入学者数が入学定員数と乖離

することなく推移している。こうした体制が、本学科における入学者数の適正確保に寄与しているといえる。 

【基準 ４ -２】 

入学者数が入学定員数と乖離していないこと。 
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［ 学生の受入れに対する点検・評価］  

本学薬学部臨床薬学科における学生の受入れは、薬学部入試査定委員会を中心とする責任ある体制の

下で実施されている（根拠資料4-1-1、限定資料16、限定資料17）。入学者の評価と合否判定は、同委員会

において適切に審査され、その結果は大学入学試験実施委員会および上位組織において確認・承認され

る仕組みとなっており、公正かつ透明性の高い選抜が担保されている。 

入学者受入れにあたっては、アドミッション・ポリシーに基づき、知識・技能、思考力・判断力・表現力等の

能力、主体性を持って多様な人々と協働して学ぶ態度といった学力の3要素が多面的かつ総合的に評価さ

れている（根拠資料1-2-1）。具体的には、大学入学共通テスト、個別学力検査、調査書に加え、令和７年度

から前期試験でも導入された面接試験を通じて、基礎学力とともに医療人として求められる資質・能力を評

価する体制が整備されている（資料8-1、資料8-2、資料8-3）。志望動機、研究への興味、科学への関心や

コミュニケーション能力を重視した個人面接を導入し、アドミッション・ポリシーと照らし合わせて不適性が認め

られる場合には、学力試験結果にかかわらず不合格とする厳格な基準が設けられている（資料8-1、資料8-2、

資料8-3）。 

また、近年の入試結果を分析し、後期試験において面接の得点が合否判定に十分反映されていない状

況が示唆されたことを受けて、令和７年度から面接試験の比重を高める改革も行われている（限定資料20、

限定資料23）。個別学力検査の英語を廃止し、その配点を共通テストに移行するとともに、面接の配点を増

加させ、人物評価をより重視する体制とし、アドミッション・ポリシーに掲げる「研究者マインドを持つ薬剤師」

「医療人としての倫理観や協調性を備えた薬剤師」といった人材像を明確化した入試制度へと進化させてい

る。 

障がいのある受験生に対しては、「障害者差別解消法」に基づき合理的な配慮を行っている（根拠資料4-

1-２）。九州大学ホームページで情報を公開し、学務部入試課入試第一係を窓口として事前相談を受け付

ける体制が整備されている（根拠資料4-1-2）。受験生はホームページ上からダウンロード可能な「事前相談

申請書」を利用し、必要な配慮を申請できる仕組みとなっている（根拠資料4-1-3）。この対応により、個々の

状況に応じた柔軟な配慮を行い、公平な受験機会が確保されている。以上のことから、本学薬学部臨床薬

学科の学生の受入れ体制は基準4-1を満たしているといえる。 

入学者数についても、臨床薬学科は6年制課程として30名の定員を設定しており、直近6年間にわたって

定員が充足されている。充足率は100％から107％の範囲に収まっており、大きな乖離は認められない（基礎

資料3-4）。毎年度の入学手続率や入学率は薬学部入試査定委員会および入試委員会で精査され、その

結果が教授会で確認・承認される仕組みが整えられている（根拠資料4-1-1、限定資料16、限定資料17）。こ

のような入念な検討を経て、定員管理が適正に行われていることは、本学科の受入れ体制の安定性を示す

ものであり、基準4-2を満たしているといえる。 

以上のように、本学薬学部臨床薬学科では、学力のみならず研究者・医療人としての資質を重視した選抜

の実施、合理的配慮に基づく公平な受験機会の提供、定員管理の適正な運用など、多角的な視点から学

生受入れの点検と改善を継続的に行っている。これにより、教育理念に沿った資質を持つ学生を適切に受

け入れる体制が確立されているといえる。 
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＜優れた点＞   

本学薬学部臨床薬学科における入試制度の改革は、「研究者マインドをもった薬剤師」としての資質を重

視している。令和７年度からの改革では、前期日程に面接試験を新たに導入し、志望動機や倫理観、協調

性を学力と並行して評価する仕組みを整えた。また、後期日程では個別学力検査の英語を廃止し、面接の

配点を増加させることなどで人物評価の比重を高めた。これにより、知識・技能に偏らず、研究への興味関心、

医療人に不可欠なコミュニケーション能力や主体性を備えた学生を選抜できる体制を構築している。 

 

 

＜ 改善を要する点＞ 

特になし 
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教育研究上の目的に沿った教育研究活動の実施に必要な教員組織が整備されて 

いること。 

５ 教員組織・職員組織 

 
【基準 ５ -１】 

 
【観点 5-1-1 】教育研究活動の実施に必要な教員組織の編成方針を定めていること。 

【観点 5-1-2 】専任教員数については法令に定められている数以上であること。また、教

授、准教授、講師、助教の人数比率及び年齢構成が適切であること。 

注釈： 教授は大学設置基準に定める専任教員数の半数以上 

【観点 5-1-3 】１ 名の専任教員に対して学生数が10名以内であることが望ましい。 

【観点 5-1-4 】専門分野について、教育上及び研究上の優れた実績を有する者、又は 優

れた知識・経験及び高度の技術・技能を有する者のいずれかに該当し、かつ、

その担当する専門分野に関する教育上の指導能力と高い見識があると認め

られる者が、専任教員として配置されていること。 

【観点 5-1-5 】カリキュラムにおいて重要と位置付けた科目には、原則として専任の教

授又は准教授が配置されていること。 

【観点 5-1-6 】教員の採用及び昇任が、適切な規程に基づいて行われていること。 

【観点 5-1-7 】教育研究上の目的に沿った教育研究活動を継続するために、次世代を担

う教員の養成に努めていること。 

 

［現状］  

【観点 5-1-1】【観点 5-1-2】【観点 5-1-3】 

九州大学薬学部における教員組織の編成方針は、本学の教員組織の編制等に関する規則（平成16年

度九大規則第1号、平成18年度九大規則第41号）に基づいている（根拠資料5−1−1、根拠資料5−1−2）。大

学設置基準第7条に準じ、学部の教育研究上の目的を達成するため、その規模並びに授与する学位の種類

及び分野に応じ、必要な教員及び事務職員等からなる組織を編成している。また、学部の教育研究活動等

の運営が組織的かつ効果的に行われるよう、教員及び事務職員等相互の適切な役割分担の下での協働や

組織的な連携体制を確保しつつ、教育研究に係る責任の所在を明確にしている。 

九州大学では、「学府・研究院」制度を採用しており、教員の所属する研究組織である「研究院」と、大学

院の教育組織である「学府（大学院生の所属組織）」、学部教育組織である「学部（学部生の所属組織）」とを

分離し、相互に柔軟な連携を図れる体制をとっている（根拠資料5−1−2）。この体制により、学府・学部教育

への研究院の枠を超えた教員の多様な参加を可能にしている。また、教育・研究双方の組織をそれぞれの

必要性から独自に再編することも可能にしている。薬学の教員が所属する「薬学研究院」は、「臨床薬学部門」

と「創薬科学部門」から構成され、「臨床薬学部門」には「臨床薬学講座」「生命薬学講座」を、「創薬科学部

門」には「生体分子情報学講座」「医薬化学講座」を設置している（根拠資料5-1-3、資料1、資料2-1, P.4〜

P.11）。これら講座は複数の研究室（分野）から構成されており、各研究室には１〜3名の専任教員を配置し

ている。また、「臨床薬学部門」には協力講座として「臨床薬物治療学講座」「情報解析薬学講座」、連携講
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座として「薬物送達システム学講座」、客員講座として「漢方医薬学講座」、寄附講座として「革新的バイオ医

薬創成学」講座を、「創薬科学部門」には協力講座として「分子合成薬学講座」、連携講座として「創薬産学

官連携講座」を設置、これら各講座の所属教員も薬学府・薬学部における学生の教育・研究指導に携わって

いる。 

2025年5月1日現在、九州大学薬学部は専任教員制下で各部門に教員を配置しており、基幹教員制は

2026年4月から施行予定である。薬学研究院 臨床薬学部門の専任教員として、教授8名(内、実務家教員1

名)、准教授4名、講師6名(内、実務家教員2名)、助教14名(内、実務家教員1名)の合計32名を配置している

（専任教員制 基礎資料5）。また、創薬科学部門の専任教員（兼担教員）として、教授6名、准教授1名、講師

3名、助教12名の合計22名を配置しており、薬学に関連する専門教育は臨床薬学部門と創薬科学部門の全

教員が協力して行っている。6年制の教育を主に担当する臨床薬学部門の専任教員数は、大学設置基準

（令和４年改正前）第十三条別表第一イ（１）及び備考四に基づく数（18名）以上である。一方、臨床薬学部

門の教授の人数は８名で、大学設置基準に定める専任教員数の半数以上（9名）の条件は満たしてないが、

2025年5月1日時点において前任者の退職に伴う後任人事選考を進めている。臨床実務経験を有する専任

教員数（実務家教員）は 4 名（教授1名、講師2名、助教1名）であり、上記基準数（18名）の６分の１（大学設

置基準第十三条別表第１イ備考十）以上の人数（3名）を満たしている。 

臨床薬学部門の専任教員の年齢構成は、教授（50代：5名、60代：3名）、准教授（30代：1名、40代：2名、

60代：1名）、講師（30代：2名、40代：3名、50代：1名）、助教（20代：2名、30代：10名、40代：2名）であり、同部

門における女性教員数は、教授0名、准教授0名、講師1名、助教3名となっている（専任教員制 基礎資料6）。

また、臨床薬学科の定員は 1 学年 30 名であり、収容定員は約 180 名となる（基礎資料3-1）。2025年5月1

日時点における臨床薬学部門での専任教員1名あたりの学生数は5.6名である。 

なお、2025年5月1日時点の教員数において、基幹教員制に基づく薬学部6年制学科の教員の人数構成

は、教授9名(内、実務家教員2名)、准教授5名(内、実務家教員1名)、講師5名(内、実務家教員2名)、助教8

名(内、実務家教員1名)の合計25名となる（基幹教員制 基礎資料5-1）。専任教員制の教員数と比較すると、

教授および准教授が１名ずつ増えるが、これは病院実務実習を担当する九州大学病院薬剤部の教員を区

分Cの基幹教員として加えられるためである。一方で、専任教員制の教員数と比較した場合、講師が5名から

4名に、助教14名から8名に減少するが、これは当該6年制学科の授業科目（主要授業科目以外）を年間8単

位以上担当してない教員を基幹教員に含めることができないことに起因する。令和4年10月改正の大学設置

基準に基づいた場合、本学薬学部6年制学科の基準数は18名(内、教授数は9名)であり、基準を満たしてい

る。 

 

【観点 5-1-4】【観点 5-1-5】【観点 5-1-6】 

すべての専任教員の選考は、九州大学教員の人員配置及び選考に関する規程（平成16年度九大規程

第32号）に基づき実施している（根拠資料5-1-4）。薬学研究院では、中期目標および中期計画に準じて教

員候補者の推薦基準を定め、部局の教育・研究分野の特性を踏まえて教員候補者を推薦しており、最終的

な配置は総長が行っている。 

教員候補者の選考は原則として公募によって行っており、本学の強みや特色、薬学専門領域の動向と将
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来性、部局における専門性のバランス、薬学教育モデル・コアカリキュラムに対応した科目担当などを総合的

に考慮したうえで、最も適切な研究領域を設定し、「九州大学薬学研究院教授候補者選考内規」に従って厳

正な審査を実施している（限定資料24）。また、公募領域によっては国際公募を行い、優れた人材を広く国

内外から求めている。准教授、講師、助教の採用についても、同様の方針と方法に基づき、「九州大学薬学

研究院准教授、講師及び助教候補者選考内規」に従って選考を行っている（限定資料25）。選考では、公募

要領の作成に先立ち、選考委員会が組織される。選考委員会が公募要領を作成し、本学の公式ホームペー

ジ及び人材データベース JREC-IN に公募情報を公開する。公募要項には、公募する職種名、研究領域、

担当科目、教育・研究内容等を明記し、研究教育における業績や抱負等の記載提出を求めている。選考で

は、教授会で選出された選考委員会によって書類審査が行われる。この過程で数名が選抜され、公開講演

会形式で該当者のヒアリングを行う。ヒアリングでは研究・教育の業績、着任後の抱負などについて発表の後、

質疑応答が行われる。ヒアリング後、教授会にて投票による候補者1名を選出し、総長に推薦する。これらの

手続を経て採用された専任教員は、専門分野において優れた研究実績を有し、卓越した知識・経験および

高度な技術・技能を備えるとともに、担当分野に関して教育上の高い指導能力と見識を発揮している（基礎

資料9）。 

本学部臨床薬学科における卒業に必要な最低修得単位数は、基幹教育科目58単位および専攻教育科

目132単位の合計190単位である。専攻教育科目（132単位）のすべての講義・演習・実習は、専任教員であ

る教授、准教授または講師が担当しており（資料2-1）、シラバスに明記された評価基準に基づいて厳正な成

績評価と単位認定を行っている（資料5-1）。 

また、専任教員は研究・教育の両面で高い成果を挙げている（基礎資料9）。研究面では、主要学術誌

（Nature、Science、Cell など）への論文掲載、文部科学省・日本学術振興会（科研費）やAMEDなどの競争的

研究資金の継続的な獲得、学会賞・功績賞などの受賞を通じて、創薬科学・医療薬学の分野で顕著な実績

を上げている。教育面においても、薬学教育モデル・コアカリキュラムに準拠した実務教育や研究指導に積

極的に取り組み、教育活動の質向上に寄与している。さらに、多くの教員が国内外の大学や学術集会・研究

機関において講義、講演、教育ワークショップ等を行い、薬学教育全体の発展に貢献している。 

 

【観点 5-1-7】 

九州大学では、稲盛フロンティアプログラム(根拠資料5-1-5)、国際的研究リーダー研修プログラム(根拠

資料5-1-6)、ダイバーシティ・スーパーグローバル教員育成研修制度(根拠資料5-1-7)など大学独自の次世

代研究者育成プログラムを整備しており、研究費、研究・教育環境、給与等で手厚いサポートを行っている。

また、大学改革活性化制度により、多様で秀逸な研究者（若手・女性・外国人）を確保し、部局における教育

研究活動の更なる強化・向上を図っている（根拠資料5-1-8）。これまでに薬学研究院においても、これら制

度を活用して7名の教員を採用し、その内4名は教授に昇進している。また、薬学研究院の各研究室を主宰

する教授は、所属する准教授、講師または助教の研究教育活動における指導的立場になり、次世代を担う

教員の養成に努めている。 
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【観点 5-2-1 】教員の活動が、最近５ 年間における教育研究上の業績等で示され、公表

されていること。 

【観点 5-2-2 】研究活動を行うための環境が整備されていること。 

注釈： 研究環境には、 研究時間の確保、 研究費の配分等が含まれる。 

【観点 5-2-3 】教育研究活動の向上を図るための組織的な取組みが適切に行われている

こと。 

注釈： 組織的な取組みとは、組織・体制の整備、授業評価アンケート等に基づく授業 改善、 

ファカルティ・ ディベロップメント等が含まれる。 

【観点 5-2-4 】薬剤師としての実務の経験を有する専任教員が、常に新しい医療に対応

するために研鑽できる体制・制度の整備に努めていること。 

【観点 5-2-5 】教育研究活動の実施に必要な職員組織（ 教員以外の組織） が整備され

ていること。 

 

［現状］  

 

【観点 5-2-1】 

九州大学の教員の教育研究上の業績等は、本学公式ホームページの「九州大学研究者情報」で公開し

ている（根拠資料5-2-1）。同サイトでは過去5年以上の教育研究の業績に併せて、各教員の基本情報（所属、

プロフィール、連絡先）、学内運営の活動状況（所属委員会・役職）、社会貢献の実績などを掲載している。

顕著な研究教育の成果については、本学公式ホームページの「ニュース・研究成果（根拠資料5-2-2）」や薬

学研究院の公式ホームページの「Top news（根拠資料5-2-3）」で、国内外へ公表している。また、薬学研究

院では「研究業績目録」を毎年編纂し、各研究室の業績（原著論文、学会発表、共同研究、博士号学位授

与状況など）を開示している（根拠資料5-2-4）。 

 

【観点 5-2-2】 

本学薬学部の主な建物は、薬学部本館、サイエンス・プラザ、グリーンファルマ研究所、グリーンファルマ

構造解析センター、臨床薬学教育センター（九州大学病院ウエストウイング内）であり、講義室やセミナー室

などを除くスペースを研究活動に利用している(資料2−1, P.18〜P.22)。各研究室（分野）には１〜3名の専任

教員を配置しており（原則として教授１、准教授１、助教１を配置）、教授が主宰する研究室には、約300㎡の

スペース（実験室＋居室）を配分している（基礎資料11-1、基礎資料11-2）。各分野が使用可能な研究用ス

ペースとして、流動研究室があり、各分野からの使用希望に基づき、大学院生の数や保有する機器などに配

慮して配分を決め、賃貸料を支払うことで使用を認めている(限定資料26, 九州大学大学院薬学研究院建物

運用規定)。その他、複数の分野で運営される共同実験室（例、動植物細胞遺伝子操作室 本館2号館3階） 、

共通機器室（例 X 線、MASS 測定室）を研究設備として設置している。 

【基準 ５ -２】 

教育研究上の目的に沿った教育研究活動が、適切に行われていること。 
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本学における基本的な教育研究費は、部局ごとに配分される運営費交付金であり、ここから教育経費を

始めとする共通経費を除いた残額を薬学研究院の内規に従って、職位における区別なく全教員に同額の教

育研究費を配分している。これに加えて、各研究室には所属学生数に応じた傾斜配分比により教育研究費

を適切に配分している。研究活動の資金には、運営費交付金に加えて、各教員が獲得した科学研究費補助

金や助成金などの外部資金を充てている（限定資料27）。九州大学には学術研究・産学官連携本部が設置

されており、外部資金の獲得を支援している(根拠資料5-2-5）。科研費等取得のための講習会が毎年実施

される他、民間などの研究助成金の公募については、九州大学医系学部事務部学術協力課より全教員宛

に案内され、積極的な支援が行われている(根拠資料5-2-6）。 

大学院講義も含めた薬学部6年制学科の専任教員 32 名の「年間で平均した週あたりの授業時間数」は、

最も多い教員で 21.45 時間で、32 名の平均では 5.08 時間であり、創薬学科との兼担教員では、最高 8.06 

時間で、平均で 4.08 時間である（基礎資料7）。この内、実務家教員4名の「年間で平均した週あたりの授業

時間数」は14.5時間であり、九州大学病院内での実務実習における担当時間（11時間/週）が大きな割合を

占めているが、病院実務実習を担当する教員については、入試業務や学内運営に係わる委員会業務を免

除するなどの負担軽減の配慮を行っている。他については、特定の教員に過度な教育の負担がかかること

がなく、教員全員で講義、実習を担当している。  

 

【観点 5-2-3】 

薬学研究院では、「教員評価に関する内規」を制定し (限定資料28:九州大学大学院薬学研究院教員評

価に関する内規、 限定資料29: 九州大学大学院薬学研究院教員評価運用申し合わせ・評価表)、新任助教

は着任から３年以内、他の教員は概ね 5 年ごとに評価を行っている。具体的には、研究戦略委員会の主催

で教員講演会を開催し、研究・教育・学内運営・社会貢献等の活動状況を評価する制度である。評価結果

は研究院長を通じて本人へフィードバックされ、研究教育活動の更なる向上や改善法の策定に活かされて

いる。2025年度は 9月9日に実施した第 34 回創薬リサーチコア研究会において、2 名の教員評価を実施し

た(根拠資料5-2-7)。 

本学薬学部では全ての専攻教育科目について学生による授業評価アンケートを実施している（限定資料

13）。各科目のアンケート結果は集計後に、担当教員へフィードバックされ、自己点検評価に活かしている

（限定資料14）。また、教育の改善のために学外関係者からの意見聴取の取組を実施している。自己点検・

評価活動の一環として実施している卒業生からの意見の聴取や、実務実習に携わる指導薬剤師、製薬企業

関係者、高校生などからの意見聴取により(限定資料31、限定資料32、限定資料33)、学外者の意見を把握

し、それらを自己点検・評価や授業内容・カリキュラム等の改善に反映させている(根拠資料2-1-3)。 

 

薬学研究院の教員は、主に学務部学務企画課が主催する全学ファカルティ・デベロップメント(FD)、医系

地区部局が合同で主催する男女共同参画FD、部局内のFD委員会が主催する企画に参加し、研究・教育の

質向上をはかっている（限定資料15）。2025年度は以下に示すFDが開催された。 
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2025年度に開催された主なFD研修会 

主催 日時・場所 内容 

学務部学務 

企画課 

2025年4月4日 
伊都キャンパス 

中山ホール 

令和７年度 新任教員研修FD 
新任教員等を対象に、本学が取り組んでいる諸問題等についての共通認識を

持ち、本学の将来の展望等について理解を深め、教育者・研究者としての資

質と九州大学の構成員としての自覚を高める主旨で開催 

病院地区  

4 部局合同 

男女共同参画 

2025年9月11日 
病院キャンパス  

アイン薬局九大南店 

（2階・大会議室） 

男女共同参画FD 
『DEI環境の醸成と組織の健全な発展：国際調査結果から』 

講師：玉田 薫（九州大学 副学長・先導物質化学研究所主幹教授 

          九州大学男女共同参画推進室 副室長） 

薬学研究院 

FD委員会 

2025年10月16日 
薬学部本館 

（第1講堂） 

令和７年度 薬学研究院 FD企画（１） 
『九大OIPの活動概要 〜スタートアップ支援〜』 

講師：大西 晋嗣（九州大学副理事/九大OIP（株）代表取締役） 
 
『研究成果の社会実装における知的財産権の重要性』 

古橋 寛史（学産本部 知財・ベンチャー創出グループ 教授） 
 
『大学発スタートアップの実例紹介』 

浦上 武雄（スタートアップ共創グループ マネージャー） 

安部 英理子（知的財産マネジメントグループ マネージャー） 

秋柴 美沙穂（知的財産マネジメントグループ コーディネーター） 

国信 健一郎（「株式会社フェリクス」代表取締役） 

薬学研究院 

FD委員会 

2026年1月28日 
薬学部本館 

（第1講堂） 

令和７年度 薬学研究院 FD企画（２） 
『生成AIの研究・教育への利活用』 

講師：安部恵祐先生（産学官連携本部 研究企画・サポートグループ） 

 

 

 

【観点 5-2-4】 

薬剤師としての実務経験を有する専任教員（実務家教員4名）で、臨床薬学教育センター所属の教員 3

名（講師2名、助教1名）は、九州大学病院において非常勤講師（薬剤師）として登録されており、薬剤部で薬

学実習生を指導する傍ら、TDM 業務や病棟業務等にも関与し(根拠資料5-2-8)、常に新しい医療に対応す

るために研鑽できる体制が整っている。また、医療系統合教育研究センターでは、医学部（医学科・保健学

科）、歯学部、薬学部の学生が合同で受講する「医療系統合教育」を実施しているが（資料5-2）、薬剤師とし

ての実務経験を有する専任教員は、本センターの構成員として運営に関与し(根拠資料5-2-9)、他医療系

学部の現状を把握できるようになっている。 

 

【観点 5-2-5】 

九州大学における運営全般に関わる事務的な業務は、大学本部の事務局が担当しており、薬学部の事

務は医学部、歯学部、保健学科をまとめた医系学部等事務部の管理下で行われている。事務部長をはじめ

とし、課長、課長補佐、係長、係員、合わせて 16 名の事務職員が勤務している（基礎資料5）。薬学部の学

生係には、学務課から係長 1 名、主任 2 名、一般職員 2 名が配置されており、主に教務や入試に係わる業

務を担当している。病院地区国際推進室からは非常勤職員 1 名が配置され、留学生サポート等を行ってい

る。研究に関する事務は医系学部等事務部学術協力課が、経理関係や施設関連に関する内容は医系学部

等事務部財務課が、人事一般、 広報、 職員厚生については医系学部等事務部総務課が担当している(根
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拠資料5-2-10)。教授会には事務職員（事務部長や各課長等）が陪席して、事務職の立場から状況の説明

や意見の陳述を行うとともに、会議内容の記録を行っている。また、薬学部の各種委員会には事務職員も必

要に応じて参加し、薬学部全体の管理運営を教員と一体になって行っている。  

 

薬学部には事務系職員の他に技術専門職員（2 名）が配置されており、それぞれが NMR利用施設の実

験室の維持管理と利用者補助、学生実習支援を担当している。また、動物実験室の管理をサポートする補

助1名を雇用している。各研究室では、教育および研究上の職務の補佐を行うために、技術補佐員、事務補

佐員が適切に雇用されている。
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［ 教員組織・職員組織に対する点検・評価］  

基準5-1 教育研究上の目的に沿った教員組織の整備 

九州大学薬学部の教員組織は、「九州大学教員組織の編制等に関する規則」（平成16年度九大規則第

1号、平成18年度九大規則第41号）に基づいて編成されている（根拠資料5-1-1、根拠資料5-1-2）。本学で

は研究院・学府・学部を区別し、教育組織と研究組織を分離しつつ相互に連携できる体制が整えられている。

この制度により、薬学部教育には研究院を越えた教員の多様な参画が可能となっており、教育研究上の目

的に応じた柔軟な教員組織が構築されている（根拠資料5-1-2）。薬学研究院は「臨床薬学部門」と「創薬科

学部門」から構成され、各部門の下に複数の講座・分野を設置しており、それぞれの研究室に1〜3名の専任

教員が配置されている（根拠資料5-1-3、資料2-1, P.4〜P.11）。このような組織構成により、教育研究活動

の責任体制と役割分担が明確化されている。 

 
臨床薬学部門には、2025年5月1日時点で教授8名（うち実務家1名）、准教授4名、講師6名（うち実務家2

名）、助教14名（うち実務家1名）の合計32名が配置されている（専任教員制 基礎資料5）。これにより、大学

設置基準（令和4年改正前）第13条別表第1イ（1）及び備考4に定める専任教員の基準数（18名）を上回って

いる。また、臨床実務経験を有する専任教員数は4名であり、備考10に定める「6分の1以上」の要件を満たし

ている（専任教員制 基礎資料5）。一方、臨床薬学部門の教授数は8名であり、大学設置基準に定める「専

任教員数の半数以上（9名）」という条件を現時点では満たしていないが、退職に伴う後任の人事選考を進め

ており、次年度中に教授数が要件を充足する見込みである。 

臨床薬学科の収容定員は180名であり、専任教員1名あたりの学生数は5.6名である（基礎資料3-1）。こ

の数値は、望ましいとされる10名以内という基準を十分に下回っており、教育面で適切な教員配置がなされ

ているといえる。さらに、2026年4月から施行予定の基幹教員制においては、教授9名（うち実務家2名）、准

教授5名（うち実務家1名）、講師5名（うち実務家2名）、助教8名（うち実務家1名）の計25名で構成され、教授

数が専任教員数の半数を上回る構成となる（基幹教員制 基礎資料5-1）。この制度改正により、職位構成の

適正化が見込まれる。 

 
教員の採用および昇任は、「九州大学教員の人員配置及び選考に関する規程」（平成16年度九大規程

第32号）に基づき実施されている（根拠資料5-1-4）。教授、准教授、講師、助教の採用に際しては、いずれ

も公募を基本とし、選考委員会による書類審査および公開講演を経て教授会の審議を経る厳正な手続きが

確立されている（限定資料24、限定資料25）。また、採用された教員はいずれも研究・教育の両面で高い成

果を挙げており（専任教員制 基礎資料9）、主要な講義・演習・実習科目は教授または准教授が担当してい

る。これらの教育活動は、シラバスに明記された評価基準に基づいて厳正に成績認定が行われている（資料

5-1、資料5-2）。 

若手教員の育成については、九州大学全体で実施されている「稲盛フロンティアプログラム」や「大学改

革活性化制度」等を活用し（根拠資料5-1-5、根拠資料5-1-6、根拠資料5-1-7、根拠資料5-1-8）、これまで

に薬学研究院ではこれらの制度を通じて7名の教員を採用し、そのうち4名が教授に昇進している（根拠資料

5-1-8）。さらに、教授が各研究室の准教授、講師、助教の研究・教育活動を指導し、次世代教員の養成に

努めている。 
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以上のように、本学薬学部では法令に基づく教員数を確保し、学内規程に則った適正な採用・昇任手続

きを行っており、教育研究上の目的に沿った教員組織が整備されている。教授数の一時的不足や中堅層・

女性教員の比率などに課題は残るものの、後任人事および基幹教員制への移行により改善が図られており、

全体として基準5-1に適合していると判断される。 

 

基準5-2 教育研究上の目的に沿った教育研究活動の実施 

九州大学薬学部における教員の教育研究活動は、本学公式サイト「九州大学研究者情報」で公開されて

おり（根拠資料5-2-1）、過去5年以上にわたる教育・研究実績、学内運営活動、社会貢献活動等が確認でき

る。また、顕著な研究成果については「九州大学ニュース・研究成果」（根拠資料5-2-2）や薬学研究院公式

サイト「Top News」（根拠資料5-2-3）で広く発信しており、教育研究活動の可視化が進んでいる。さらに、薬

学研究院では「研究業績目録」（根拠資料5-2-4）を毎年編纂し、研究論文、学会発表、博士号授与状況、

共同研究等を整理して公開しており、教育研究上の業績が体系的に管理されている。 

研究環境については、薬学部本館、サイエンス・プラザ、グリーンファルマ研究所、臨床薬学教育センタ

ーなど複数の建物に研究室・実験室を配置し、各分野の専任教員が研究スペースを適切に使用している

（資料2-1、基礎資料11-1、基礎資料11-2）。教授が主宰する研究室にはおおむね300㎡程度の研究スペー

スを配分しており、共同実験室や共通機器室も整備されている。また、運営費交付金は薬学研究院の内規

に基づき職位による区別なく全教員に同額を配分し、所属学生数に応じて傾斜配分を行っている。さらに、

各教員が科研費やAMED等の競争的研究資金を獲得し（限定資料27）、外部資金による研究活動の拡充も

図られている（根拠資料5-2-5、根拠資料5-2-6）。これらのことから、研究環境および研究資金の面で教育

研究活動に必要な体制が整備されているといえる。 

教員の教育負担は、専任教員32名の平均で週5.08時間、最大で21.45時間であり、特定の教員に過度の

負担が集中しないよう調整されている（基礎資料7）。ただし、実務家教員4名は病院実務実習を中心に担当

しており、平均週14.5時間の授業を実施しているが、入試業務や委員会活動の一部を免除するなど、教育と

研究の両立に配慮した運用がなされている。 

教育研究活動の向上に向けた取組としては、「九州大学大学院薬学研究院教員評価に関する内規」（限

定資料28）およびその運用申し合わせ（限定資料29）に基づき、助教は着任から3年以内、それ以外の教員

は概ね5年ごとに評価を実施している。研究戦略委員会の主導で「研究成果」「教育活動」「学内運営」「社会

貢献」の各項目について評価が行われ、結果は研究院長を通じて本人にフィードバックされる。この制度に

より、教員が自らの活動を振り返り、教育研究の質向上に取り組む機会が確保されている（限定資料28、限

定資料29）。また、全ての専攻教育科目において学生による授業評価アンケートを実施し、結果を担当教員

にフィードバックして授業改善に活用されている（限定資料13、限定資料14）。さらに、卒業生や実務実習指

導薬剤師、製薬企業、高校生など学外関係者から意見を聴取し、自己点検や授業内容の改善に反映させ

ている（限定資料31、限定資料32、限定資料33、根拠資料2-1-3）。 

薬剤師としての実務経験を有する専任教員は、九州大学病院に非常勤講師として登録され、病棟業務

やTDM業務に従事している（根拠資料5-2-8）。また、医療系統合教育研究センターの構成員として、医学
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部・歯学部・保健学科との連携教育を推進しており、薬学教育に他職種の視点が取り入れられている（根拠

資料5-2-9）。このような取組により、実務家教員が常に最新の医療知識を習得し、教育内容に反映する体

制が確保されている。 

教育研究活動を支える職員組織については、医系学部等事務部が学務、研究、財務、人事などを分掌

し、事務職員が教授会や各種委員会に陪席して意見を述べ、運営の円滑化に寄与している（根拠資料5-2-

10）。また、技術専門職員2名が共通機器の維持管理や学生実習の支援を担当し、補助員の配置によって

動物実験施設の管理も支援している。このように、教育研究活動の実施を支える職員体制が適切に整備さ

れている。 

 

以上のように、本学部では、教員の研究業績および教育実績の公表体制、研究環境の整備、教員評価・

授業改善の取組、実務家教員の研鑽体制、そして職員による運営支援体制が整っており、教育研究上の目

的に沿った活動が継続的に実施されている。したがって、九州大学薬学部の取組は基準5-2に適合している

といえる。 

 

 

＜優れた点＞  

創薬科学と臨床薬学を同一の部局内で連携させ、創薬の基礎研究から臨床応用までを一体的に教育・

研究できる教員組織体制を構築している。この体制により、学生が研究的思考と臨床的判断力を往還的に

学ぶ環境が整っており、「研究者マインドを有した薬剤師」の養成という本学部6年制のディプロマポリシーを

制度的に実現している。 

 

＜ 改善を要する点＞ 

助教層が厚い一方で、30〜40代を中心とする准教授・講師の中堅層の人数が相対的に少なく、教育・研

究の中核を担うリーダー層の継承体制が脆弱である。この状態が続いた場合、教授層の世代交代期に教

育・研究指導の継続性が損なわれ、理念を支える教育研究体制の持続性に影響を及ぼすおそれがあるた

め、中堅層の計画的育成と登用が早急に求められる。 

 

［改善計画］  

今後は、准教授・講師層の計画的育成と昇任を推進するため、学内制度や研究リーダー育成プログラムの

活用を強化し、教育・研究双方でリーダーシップを発揮できる中堅層を組織的に育成する。また、専門分野の

重複や空白を防ぐ観点から、将来の人員構成を見据えた中長期的人事計画を策定し、持続可能な教育研究

体制を確立する。
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【基準 ６ -１】 

修学支援体制が適切に整備されていること。 

６ 学生の支援 

 

 

【観点 6-1-1 】学習・生活相談の体制が整備されていること。 

 

【観点 6-1-2 】学生が主体的に進路を選択できるよう、必要な支援体制が整備されていること。 

注釈：「支援体制」には、進路選択に関する支援組織や委員会の設置、就職相談会の開催等を含む。 

 

【観点 6-1-3 】学生の意見を教育や学生生活に反映するための体制が整備されていること。 

注釈 ：「反映するための体制」には、 学生の意見を収集するための組織や委員会の設置、アンケート調査の実施等

を含む。 

 

【観点 6-1-4 】学生が安全かつ安心して学習に専念するための体制が整備されていること。 

注釈：「学習に専念するための体制」には、実験・実習及び卒業研究等に必要な安全教育、各種保険（傷害保険、損

害賠償保険等）に関する情報の収集・管理と学生に対する加入の指導、事故・災害の発生時や被害防止のた

めのマニュアルの整備と講習会の開催、 学生及び教職員への周知、 健康診断、 予防接種等を含む。 

 

［現状］ 

【観点 6-1-1 】 

本学薬学部の教育支援体制として、1〜3年次には担任制度を設け、臨床薬学科では2名の教員が担当

し、個々の学生に応じた履修指導や修学上の悩みなどについて定期的な個別面談を行っている（根拠資料

2-1-4）。近年、担任教員に対する学習・生活面の相談件数はごく少数であり、多くの学生は自律的に修学を

進めているが、修学に課題を抱える学生に対しては、クラス担任と薬学部学生係の職員が協働で個別の修

学計画を策定し（根拠資料2-1-5）、休学・退学を未然に防ぐ取り組みを行っている。実際に、修学支援計画

の対象となった学生のうち、計画に沿って履修を継続した学生は進級に至っている一方で、メンタルヘルス

上の理由等により休学を選択した学生については、無理な進級を促さず、学生本人の回復を優先した対応

を行っている。また、経済的問題を抱えている学生に対しては、奨学金の借り入れについての手続きなどを

実施している。3年後期からは各研究室へ配属されていることから、専攻分野の教員が学習状況、学生生活

を把握し、必要に応じた指導、助言を行っている。研究室配属後に重大な健康問題や人間関係上の問題が

認められた場合には、指導教員が一次対応者として状況を把握した上で、キャンパスライフ・健康支援センタ

ー、インクルージョン支援推進室、ハラスメント対策推進室等の全学的な専門窓口に紹介している。こうした

質的・量的評価の結果を教育改善に還元することで、改善サイクルを回している。 

奨学金等の取り扱いは学部1年生では学務部学生支援課が、2 年生以降は薬学部の学生係が窓口とな

り、申し込み方法などは修学のてびき並びに九州大学ホームページ(経済支援係)を通して、学生に周知して

いる（資料2-1, P.23、根拠資料6-1-1）。また、九州大学のホームページでは様々な奨学金に関する情報を

提供しているが、主なものとして、日本学生支援機構奨学金、地方公共団体奨学金、民間育英団体奨学金、
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九州大学独自の奨学金などがある（根拠資料6-1-1）。これらを通じて、経済的理由により修学継続が困難と

なる学生に対しても、必要な情報提供と申請支援を行っている。 

 

【観点 6-1-2 】 

九州大学では在学生向けに就職・キャリア支援として企業説明会、インターンシップの開催の紹介や求人

情報 web システムや就職相談室による就職口の紹介を行っており、それらの情報は九州大学ホームページ

で公表している（根拠資料6-1-2）。薬学部における学生の進路、就職支援については、主に薬学部学生係

が窓口となり、資料、就職の募集案内等の紹介、掲示を行っている（根拠資料6-1-3）。また、教務委員会も

各就職企業の窓口となり就職情報やインターンシップの案内を研究室の担当教授に案内している。 

学部2、3年生に対しては、様々な分野で活躍する卒業生を講演者に迎えた「キャリア支援講演会」を毎年

開催している。本講演会では、学生が自身のキャリアを主体的に考え、卒業後の目標を具現化するとともに、

在学中に経験することが期待される活動や修得すべき能力について認識を深める機会を提供している（根

拠資料6-1-4）。また、臨床薬学科の4、5年生を対象に行政機関・大学病院を中心とした就職説明会も開催

し（根拠資料6-1-5）、公務員や病院薬剤師の業務についての理解促進と就職支援を行っている。本学部臨

床薬学科では、「研究者マインドを有した薬剤師の養成」というディプロマポリシーのもと、個々の学生の進路

選択を本人の主体的判断に委ねることを重視しており、就職先の決定に対して教員が過度に介入したり、個

別キャリア面談を一律に義務付けたりすることは行っていない。その一方で、学生が希望する場合には、指

導教員や学生係が個別相談に応じる体制を整えており、その結果として、大学院進学者を除く臨床薬学科

の就職率は96〜100％で推移している（限定資料34）。 

 

【観点 6-1-3 】 

基準3-1-1でも触れたように、本学薬学部では全科目において学生を対象とした授業評価アンケートを実

施し、その集計結果や自由記述を担当教員へフィードバックしている（限定資料13、限定資料14）。各教員

はアンケート結果に基づいて授業内容や方法の改善を行い、その結果は翌年度以降の講義・実習等に反

映している（資料5-1）。具体的な改善事例については、評価結果とあわせて限定資料14に整理しており、授

業内容の構成変更、評価方法の見直し、教材の追加など、学生からの意見を踏まえた修正が複数の科目で

実施されている。また、実務実習終了後には指導薬剤師と実習生にアンケートを行い（限定資料32）、自己

点検・評価を行う仕組みを取り入れている。改善が必要とされた場合は臨床薬学教育センターの教員及び教

務委員会で議論し、必要に応じて次年度以降の実習内容に反映されるなど、フィードバック体制が確立して

いる。 

 

【観点 6-1-4 】 

実験・実習及び卒業研究等に必要な安全教育の実施 

九州大学では、「教育における安全の指針」を作成し、教育研究活動等における教職員及び学生の安全

管理や事故再発防止を図っている（根拠資料6-1-6）。 さらに、平成 29年6月には、安全衛生ガイドラインが

改訂され、危険有害性化学物質などの取り扱い方法や毒物等がリスト化されるとともに、安全衛生管理体制
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を強化している（根拠資料6-1-7）。全学部は本ガイドラインに従い、安全管理を行っている。 

本学薬学部では、2年次秋学期に1単位講義として「安全教育」を実施しており、安全に実験を実施するた

めの考え方や進め方の解説を行っている（資料5−1: 「安全教育」シラバス）。本講義では、化学実験、動物

実験、組み替えDNA実験などの注意点と遵守事項、化学薬品の取り扱い規則などについて周知を図ってお

り、安全教育を受講した学生は2年次冬学期からの薬学基礎実習を受講している。 

各実習は原則として研究室単位で行っており、2～3 名の教員が対応している。また、修士課程、博士課

程の大学院生をティーチングアシスタント（TA）として雇用し、学生10人程度に対し1名のTAが対応できる体

制を取っている。実験・実習時には保護メガネ、白衣の着用が義務付けられており、学生実習室には緊急シ

ャワーを設置し、不測の事態における対応を行っている（限定資料3）。卒業研究時には、臨床薬学科の学

生が各研究室へ1～3名配属され、研究室の教員によって適切な指導を行っている。 

 

傷害保険、損害賠償保険等への加入・管理・指導状況 

薬学部では学生教育研究災害損害保険への加入を原則としている。各種保険に関する内容や手続きに

ついては1年生入学時の全学ガイダンスで説明している。学生教育研究災害損害保険が、正課、サークル活

動、通学時の事故対応であるのに対し、学部学生の実習、薬局・病院実務実習における損害賠償保険とし

て、学研災付帯賠償保険を準備している（根拠資料6-1-8）。臨床薬学科の学生が薬局・病院実務実習を行

う場合には、学研災付帯賠償保険またはこれと同等の保証が担保されている保険への加入を条件としており

（根拠資料6-1-9）、2025年度における臨床薬学科学生の加入状況は1年生94%、2年生95%、3年生100%、4

年生96%、5年生100%、6年生100%である。学生教育研究災害傷害保険および学研災付帯賠償保険はいず

れも任意加入の制度であり、保険料負担等の事情から加入時期を遅らせる学生も一部存在するが、本学部

では保険加入の意義や必要性について繰り返し説明し、学生実習開始までに必要な補償が確保されるよう

指導を行っている。 

 

事故・災害の発生時や被害防止のためのマニュアルの整備状況 

緊急時における連絡先および警備員配置図を各研究室や学生係の入り口に掲示しており、緊急時の対

応としている(根拠資料6-1-10)。先に述べた薬学部での「安全教育」では福岡市消防局による「火災と消防

の基礎」についての講話を聞く機会も提供している。その他、毒劇物を取り扱い方法は「化学物質管理規定

(根拠資料6-1-11)」に、実験廃液の処理方法は「給排水及び廃棄物管理規則(根拠資料6-1-12)」に従い、

被害の防止に努めている。2017 年度より、災害時における学生、教職員の安否確認システムとして、九州大

学安否確認システム(ANPIC)が導入しており(根拠資料6-1-13)、地震発生時などの安否確認を迅速に行う

体制を整備している。 

 

学生の健康管理・予防接種等の支援体制 

九州大学にはキャンパスライフ・健康支援センターが設置されており、常勤の医師、保健師、看護師が常

駐している（根拠資料6-1-14）。本センターでは学内で心身の不調時や怪我をした時など、健康相談室で医

師（内科医、精神科医） による診療・治療が受けられるようになっている。また、健康支援として、生活習慣の
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改善指導、禁煙指導、インフルエンザ情報の発信などを行っており、センター施設では一般身体測定（身

長・体重・体脂肪率・血圧）も可能になっている。本センター内には学生相談室が置かれており、常勤のカウ

ンセラーが学生の修学や人間関係・生活などの相談を受けつけている。カウンセラーは臨床心理士や大学

カウンセラーの資格を持つ専門教員であり、相談のプライバシーに十分に配慮した形で行っている(根拠資

料6-1-15）。キャンパスライフ健康支援センターのホームページには、上記の業務内容、手続きやアクセスの

詳細が専門のホームページに記載されており、学生のみではなく、教職員、保護者を対象とした案内が周知

されている（根拠資料6-1-14）。また、刊行物として、「学生相談のしおり（日本語版・英語版・中国語版）」「自

殺予防に向けた相談案内」「LGBTsサポートガイド」なども発行し、日本人学生のみではなく、留学生への周

知も徹底している(根拠資料6-1-16)。 

毎年４月に、１年生には新入生健康診断を、2年生以上の在学生には定期健康診断を実施しており、受

診指導を行っている。診断の日程・場所は、ホームページで案内するとともに、学生係を通して周知している

（根拠資料6-1-17)。健康診断の結果、異常所見のあった学生に対しては、キャンパスライフ健康支援センタ

ーを通して、呼び出しの後、他医療機関への受診を指導している。令和7年度における薬学部臨床薬学科

学生の健康診断受診率は、1年生96.8%、2年生84.6%、３年生81.5%、4年生96.7%、5年生100%、6年生100%で

あった（基礎資料10）。受診率が一部学年で100％に達していない要因として、実習日程や個々の事情によ

る受診日の変更等が挙げられるが、本学部では未受診者に対して個別に連絡し、可能な限り追跡受診を促

すことで、修学上支障が生じないよう配慮している。また、臨床薬学科4年次の学生には、定期健康診断に加

えて、実務実習前には、麻疹、風疹、水痘、流行性耳下腺炎、B型肝炎の抗体検査を実施し、結果を学生に

通知している（根拠資料6-1-18）。抗体の獲得が不十分な学生にはワクチン接種を義務付けている。 

 

ハラスメントの防止・相談窓口の整備状況 

九州大学ではハラスメント防止規程（根拠資料6-1-19）に基づいたハラスメント対策ガイドラインが制定さ

れており）、ハラスメントの定義、職員等が認識すべき事項、苦情相談等への対応についての指針を示して

いる（根拠資料6-1-20）。大学本部のある伊都キャンパスにはハラスメント対策推進室が設置されており、臨

床心理士の有資格者を専任職員として配置している（根拠資料6-1-21）。また、本推進室のホームページを

通し、一連の手続きなどの情報を掲示し、学生・職員に対して相談窓口を周知している（根拠資料6-1-21）。 

大学全体の取り組みは、「ハラスメントの防止・対策について」ページに掲載しており（根拠資料6-1-22）、

規則、相談・苦情申し立てについての手続きを公表している。また、ハラスメントに関する様々な配布資料を

準備するとともに、各部局、キャンパスに配置されている相談窓口・相談員も公表している（根拠資料6-1-

22）。その他、学生生活ハンドブック（第4章、ハラスメント、P.44〜P.46）を配布し、学生へ周知している（根拠

資料6-1-23）。 

薬学部におけるハラスメント防止の取り組みとして、九州大学総長が委員長を務める九州大学ハラスメン

ト委員会に研究院長が委員として参画している（根拠資料6-1-24）。さらに、本委員会の元に設置されている

ハラスメント委員会に地区持ち回り部局委員として教員が参加するとともに（根拠資料6-1-25）、学部独自の

委員会として「薬学研究院ハラスメント等防止委員会」を設置し、「ハラスメント防止の取り組み」「相談窓口」

「相談員」を公表している（根拠資料6-1-26）。 
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障害・疾患のある学生に対する入学後の修学支援体制 

障害者差別解消法に基づき、本学では障害者支援推進専門委員会が定めた「国立大学法人九州大学

における障害を理由とする差別の解消の推進に関する規程」（根拠資料6-1-27）に基づき、「障害を理由と

する差別の解消の推進に関する実施要領」を作成している（根拠資料6-1-28）。障害者の受験に関しては、

「合理的配慮ガイドブック（受験生向け）」を公表し（根拠資料6-1-29）、手続き方法を「障害等のある入学志

願者からの事前相談に対する配慮決定の流れ」を示したホームページで周知している（根拠資料6-1-30）。

これらの情報は九州大学の学部入試に関する案内ホームページでも周知している（根拠資料6-1-31）。 

入学後の「障害・疾患のある学生に対する修学支援」については、インクルージョン支援推進室に窓口を

設置し、学生からの相談を受け付けている（根拠資料6-1-32）。薬学部では「薬学部（府）における障害・疾

患のある学生に対する入学後の修学支援の流れ」を教授会で承認し、詳細を部局のホームページで公表し

ている（根拠資料6-1-33）。支援が必要な学生にはインクルージョン支援推進室の相談員と協働で具体的な

支援方法を検討し、当該学生からの承諾を得たうえで実施している。また、主な本学部の建物には車椅子で

使用できる多目的トイレ、エレベーターを設置し、入り口には車椅子用スロープがあり、身体に障害のある学

生や受験生に対応した施設になっている。 
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［学生の支援に対する点検・評価］  

本学部では、九州大学全体の学生支援体制を基盤としつつ、薬学部として必要な学習支援・進路支援・

安全管理体制を適切に整備されている。 

学習・生活相談の体制については、1〜3年次の担任制度および3年後期以降の研究室配属後の指導体

制により、学生が学修上の困難を抱えた際には必要に応じた個別の支援を行える体制を確保している（根拠

資料2-1-4）。相談件数は多くないものの、実際に修学支援計画を策定した事例では進級に至っているなど、

必要時に機能する支援体制となっている（根拠資料2-1-5）。また、研究室配属後に健康上・心理上の課題

が生じた場合には、指導教員が一次対応者として状況を把握した上で、キャンパスライフ・健康支援センター、

インクルージョン支援推進室、ハラスメント対策推進室等の全学窓口と連携する仕組みが確立しており、適切

な専門支援につなげる体制が維持されている（根拠資料6-1-14、根拠資料6-1-21、根拠資料6-1-32）。 

進路・就職支援については、大学全体のキャリア支援機能と学部独自の講演会・説明会を組み合わせる

ことで、学生が主体的に進路選択を行える環境を整備している（根拠資料6-1-2、根拠資料6-1-3、根拠資

料6-1-4、根拠資料6-1-5）。本学部は、研究者マインドを有した薬剤師の養成を教育理念としており、個々

の学生の主体性を尊重する観点から、教員が進路決定に過度に介入する仕組みを設けていないが、学生

が希望する場合には個別相談に応じる体制が確保されている。これらの支援により、過去5年間における大

学院進学者を除く臨床薬学科の就職率は96〜100％で推移しており（限定資料34）、現行の支援体制は適

切に機能している。 

教育内容への学生意見の反映については、全科目で授業評価アンケートを実施し、その結果を担当教

員にフィードバックする仕組みが確立されている（限定資料13）。具体的な改善事例は限定資料閲覧資料14

に整理されており、授業内容・評価方法の変更など、翌年度以降の教育改善に実際に反映されている。また、

実務実習後のアンケート結果を臨床薬学教育センターおよび教務委員会で検討し、必要に応じて実習内容

を改善するなど、連続的な改善サイクルが構築されている（限定資料32）。 

安全・健康面に関する体制も整備されており（根拠資料6-1-6、根拠資料6-1-7）、安全教育の必修化、

実習時の保護具着用、緊急対応設備の設置、災害時の安否確認システムの運用など、学生が安心して学

修に取り組むために必要な措置が講じられている。保険加入については制度上任意加入ではあるが、実習

開始までに必要な補償が確保されるよう、学部として適切な説明と指導を行っている。健康診断についても

一部学年で100％には達していないものの（基礎資料10）、未受診者への個別対応を行い、修学に支障が生

じないよう取り組んでいる。さらに、ハラスメント防止体制や障害学生支援体制については、全学的な専門組

織と連携しつつ、学部として必要な情報提供と相談ルートの整備を行っており、多様な学生が安心して修学

できる環境を確保している（根拠資料6-1-22）。 

以上の点から、本学部の修学支援体制は、研究大学としての自律性尊重の教育理念と整合しつつ、基

準6が求める修学支援の要件を適切に満たしているといえる。 
 

＜優れた点＞  

特になし 
 

＜ 改善を要する点＞ 

特になし  



- 71 -  

【基準 ７ -１ 】 

教育研究上の目的に沿った教育研究活動の実施に必要な施設・設備が整備されて

いること。 

注釈： 施設・設備には、以下が含まれること。 

教室（ 講義室、実験実習室、演習室等）、動物実験施設、薬用植物園、図書室・

資料閲覧室・自習室（ 能動的学習が効果的に実施できる施設・設備であり、適切

な利用時間の設定を含む）、臨床準備教育のための施設（ 模擬薬局等）・設備、薬

学教育研究のための施設・設備、必要な図書・学習資料（ 電子ジャーナル等）等 

７ 施設・設備 

 

 

 

［現状］  

教室（ 講義室、実験実習室、演習室等）： 

九州大学薬学部の教育課程は、「基幹教育科目」と「専攻教育科目」から編成されており、それぞれ以下

のキャンパスの施設で講義・演習・実習を実施している。 

基幹教育科目は、全学部の１年次生を対象に、伊都キャンパスのセンター1号館および2号館で実施して

いる（資料2-2, P.59〜P.62、根拠資料７-1：九州大学伊都キャパスマップ）。専攻教育科目は病院地区（馬出）

キャンパス内にある薬学部本館と臨床薬学教育センター（九州大学病院ウエストウイング棟）で実施している。

薬学部棟本館には、4つの講義室（第一講堂：定員168名、第二講堂：定員98名、第三講堂：定員77名、第四

講堂：定員99名）、2つのセミナー室（定員各20名程度）、2つの自習室（定員20名程度）、2つのリフレッシュル

ーム（定員各10名程度）があり、自習室、セミナー室とリフレッシュルームは、少人数制の参加型学習を行うこ

とを想定したレイアウトとなっている（資料2-1, P.21～P.27）。また、臨床薬学教育センターにある臨床薬学実

習室１（定員69名）、臨床薬学実習室２（定員32名）、講義・セミナー室（定員18〜20名）は用途に応じてレイ

アウトの変更が可能であり、講義、演習、実習、SGD、OSCE、CBTなどに使用している。薬学部サイエンス・

プラザ２階には、薬学基礎実習を実施するための実習室を必要機器とともに整備している（基礎資料11-1）。

さらに、実習及び卒業研究を行うために以下の施設・設備を備えている。 

 

動物実験施設 

薬学部棟本館及び薬学部棟本館に隣接する附属施設グリーンファルマ研究所に専用の動物実験施設

を設置している。また、病院地区（馬出）キャンパス内には、全学で使用できる医学研究院附属動物実験施

設も設置されており、動物実験を伴う教育・研究に使用している（根拠資料7-2）。 

 

薬用植物園 

薬用植物園は、病院地区（馬出）キャンパス（2,200 m²）に開園されており約250種超の薬用植物を生育し

ている（根拠資料7-3：薬学部附属薬用植物園ホームページ）。当植物園は、特定植物（法律で栽培が規制

されている植物）の栽培施設を備えており、オタネニンジン、カンゾウ、ボタンなどの一般的な薬用植物に加
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え、アヘン原料植物（ケシ、アツミゲシ）や大麻原料植物（アサ）などの栽培・研究を行っているが、これら麻薬

成分を含む薬用植物の栽培においては、福岡県保健医療介護部薬務課および九州厚生局麻薬取締部調

査総務課による現地調査がそれぞれ年に １回実施され、法に基づき適正に運用している（限定資料35）。ま

た、当植物園は、見本園および実験圃場からなり、漢方・生薬認定薬剤師の研修施設として指定され、研

究・教育・社会貢献に寄与する高度な機能を有している。 

 

図書室・資料閲覧室・自習室 

九州大学には中央図書館（伊都キャンパス）、理系図書館（伊都キャンパス）、医学図書館（病院地区（馬

出）キャンパス）、芸術工学図書館（大橋キャンパス）、筑紫図書館（筑紫キャンパス）の５つの図書館があり、

学生は認証機能付きの学生証を提示することで、いずれの図書館も利用することができる（根拠資料7-4）。

これら図書館および附属の記録資料館を含めた2025年4月1日現在における総蔵書数は、図書が4,244,413

冊、雑誌が77,559冊であり、アクセス可能な電子ブックは317,793種、同電子ジャーナルは116,025タイトルと

なっている（根拠資料7-5, P.17〜P.18）。薬学部の学生については、１年次の基幹教育科目が伊都キャンパ

ス、2年次以降の専攻教育科目が病院地区キャンパスで実施されているため、主に中央図書館（座席数

1,498席）と医学図書館（座席数370席）を利用しているが、いずれも十分な規模の設備・スペースを備えてい

る（基礎資料12）。中央図書館の開館時間は、平日9:00～20:00、土曜10:00～18:00（日曜は休館）、医学図

書館の開館時間は、平日9:00～21:00、土曜・日曜9:30～17:00であるが、医学図書館では24時間無人開館

を行っており、病院地区の学生及び教職員は申請すれば24時間利用することができる。閲覧座席数は中央

図書館が1498席、医学図書館が370席であり、学生及び教職員が資料の閲覧、自習場所としても活用してい

る。また、いずれの図書館もWi-Fi環境を整備しており、無線LANによるインターネット接続が可能になってい

る（根拠資料7-4）。 

 

臨床準備教育のための施設（模擬薬局等）・設備 

実務実習モデル・コアカリキュラムに準拠した実務実習事前学習は臨床薬学教育センターで実施している。

センター内には、散薬・水剤・軟膏剤の調剤台や、クリーンベンチ（2台）を備えた調剤実習室、病棟での服薬

指導を想定した服薬指導室、DI室を設置している。また、同施設内にある臨床薬学実習室1、臨床薬学実習

室2、講義・セミナー室は用途に応じてレイアウトの変更が可能であり、講義、演習、実習、SGDのほか、オン

ライン服薬指導演習などにも活用している。TDMと投与設計に関する演習・実習については、薬物血中濃度

測定装置（Dimension Xpand Plus-H）を設置している（基礎資料11-1、根拠資料7-6）。 

 

薬学教育研究のために必要な施設・設備等 

本学薬学部では3年次後期から各研究室に配属され、卒業研究を実施している（基礎資料1-1、基礎資

料1-2、資料2-1, P.19〜P.21）。各研究室には卒業研究を遂行するために必要な機器・設備が揃っているが、

薬学研究院附属のグリーンファルマ構造解析センターや中央器機室には、共用利用できるクライオ電子顕

微鏡、NMRなどが設置されている（根拠資料7-7、基礎資料11-2）。また、同附属施設のグリーンファルマ研

究所や病院地区（馬出）キャンパス内にある教育研究支援センターにもハイスループットスクリーニングロボ
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ットやフローサイトメータなどが共通機器として整備されており、学生は管理者および教員の指導のもと、こ

れらの共用機器を使用できる環境が整えられている（根拠資料7-8、根拠資料7-9、根拠資料7-10）。 
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［ 施設・設備に対する点検・評価］  

本学部では、教育研究上の目的に沿って、講義・実習・研究および自習を体系的に行うための施設・設備

を整えている。1年次の基幹教育科目は伊都キャンパスのセンター1号館および2号館で実施しており、全学

共通教育の一環として基礎的な学習環境を整備している（資料2-2、根拠資料7-1）。2年次以降の専攻教育

科目は病院地区（馬出）キャンパスの薬学部本館および臨床薬学教育センターで行われており（資料2-1、

基礎資料11-1）、講義・演習・実習に対応できる環境を整備されている。 

薬学部棟本館には4つの講義室、2つのセミナー室、2つの自習室およびリフレッシュルームを備え、講義、

演習、少人数のディスカッションなど多様な授業形態に対応できる施設が整えられている（資料2-1）。薬学

基礎実習を行うための実習室には、基礎薬学領域で必要となる実験装置を完備し、基礎薬学に係わる実験

教育を行っている。臨床薬学教育センターには調剤室のほか、服薬指導室、無菌調剤室、DI室を設け、実

務実習モデル・コアカリキュラムに準拠した講義、演習、実習を実施されている（基礎資料11-1）。本センター

では、SGD、フィジカルアセスメント演習、TDM実習などを展開し、臨床現場で求められる技能を実践的に修

得できる学習環境を整備されている。 

さらに、薬学研究院附属グリーンファルマ構造解析センター、グリーンファルマ研究所中央器機室、教育

研究支援センターには、クライオ電子顕微鏡やNMRなどの高度な研究機器が共用体制で整備されており、

学生は教員の指導のもとでこれら施設・設備を利用し、卒業研究に取り組んでいる（根拠資料７-7、基礎資

料11-2）。薬用植物園では約250種の薬用植物を栽培しており、本学部生の教育・研究のほか、地域連携に

も活用されている（根拠資料７-3）。 

学習支援環境としては、中央図書館（座席数1,498席）と医学図書館（座席数370席）が主に活用されてお

り、紙媒体の図書（約420万冊）・雑誌（約7.7万冊）および電子ブック（約30万タイトル）、電子ジャーナル（約

11.6万タイトル）にもアクセス可能である。特に医学図書館は24時間利用可能な無人開館を実施しており、学

生が主体的に学修を進めるための環境を確保している。いずれの図書館もWi-Fi環境を整備し、ICTを活用

した学修支援が行われている（根拠資料７-4）。 

以上のように、九州大学薬学部には教育研究活動の実施に必要な施設・設備が十分に整備されており、

教育研究上の目的に適合しているといえる。 

 

＜優れた点＞  

臨床薬学教育センターの実践的教育設備の充実 

 調剤室、無菌調剤室、DI室などを備え、実務実習モデル・コアカリキュラムに完全に対応している。本施

設を活用して、SGD・オンライン服薬指導演習・TDM実習など、実際の臨床現場を想定した教育を展開して

おり、学生が薬剤師として必要な技能と態度を体系的に修得できる環境を実現している。 

 

研究教育支援体制の高度化と共用機器の整備 

 薬学研究院附属のグリーンファルマ研究所、グリーンファルマ構造解析センター、中央器機室にはハイス

ループットスクリーニングロボット、クライオ電子顕微鏡、NMRなどの高度研究機器を整備し、学部生も教員指

導のもとで使用できる共用体制を整備している。これら施設・設備を活用することで早期から研究に触れ、デ
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ィプロマポリシーに掲げる「研究者マインドを持つ薬剤師」としての素養を身につけるための教育環境が整っ

ている。 

 

24時間利用可能な学修支援環境 

 医学図書館の無人開館やWi-Fi完備など、学生が主体的に学べるICT環境と自習空間を提供している。

中央図書館との連携により、紙媒体・電子資料の双方から学修支援が可能な体制を整えている。 

 

 

＜ 改善を要する点＞ 

特になし 
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【基準 ８ -１】 

教育研究活動を通じて、社会と連携し、社会に貢献していること。 

８ 社会連携・社会貢献 

 

 

【観点 8-1-1 】医療・薬学の発展及び薬剤師の資質・能力の向上に貢献していること。 

注釈： 地域の薬剤師会・病院薬剤師会・医師会等の関係団体、製薬企業等の産業界及び行政

機関との連携、 生涯学習プログラムの提供等を含む。 

【観点 8-1-2 】地域における保健衛生の保持・向上に貢献していること。 

注釈： 地域住民に対する公開講座の開催、 健康イベントの支援活動等を含む。 

【観点 8-1-3 】医療及び薬学における国際交流の活性化に努めていること。 

注釈： 英文によるホームページの作成、大学間協定、留学生の受入、教職員・ 学生の海外研

修等を含む。 

 

［現状］  

【観点 8-1-1 】 

 本学薬学部では、地域の薬剤師会・病院薬剤師会、病院・薬局実務実習地区調整機構と連携体制を構築

し、医療・薬学の発展及び薬剤師の資質・能力の向上に貢献している。 

福岡県薬剤師会では本学部の教員1名が理事に就任し、学術委員会、薬学教育委員会を担当している

（根拠資料8-1）。学術委員会では、薬局薬剤師の臨床研究や学会発表を支援すること目的としたセミナー

の企画に携わり、講師として講演を行うとともに（根拠資料8-2）、学術倫理審査会委員として臨床研究の倫

理審査も担当している（根拠資料8-3）。薬学教育委員会には、福岡県内の大学薬学部教員とともに参画し、

薬局実務実習の円滑な実施に努めている（根拠資料8-4、根拠資料8-5、根拠資料8-6）。 

 本学では、地域の薬剤師を対象とした卒後教育プログラムとして、福岡市薬剤師会博多支部・東支部およ

び九州大学病院薬剤部と連携した研修会を年4回開催している（根拠資料8-7）。また、福岡地区勤務薬剤

師会生涯研修委員会の委員を本学の教員が務め、病院薬剤師のための研修会の企画・運営に参画してお

り、薬剤師の生涯学習の機会を提供するとともに地域住民への質の高い医療の提供に貢献している（根拠

資料8-8）。九州山口薬学会においては、薬剤師が取り組んだ研究成果を掲載する学会誌の編集委員を本

学教員1名が務めている（根拠資料8-9）。病院・薬局実務実習九州山口地区調整機構においては、本学教

員1名が運営委員を務めているほか(根拠資料8-10)、認定実務実習指導薬剤師養成のためのワークショッ

プには、本学の教員2名がタスクフォースとして参加している（根拠資料8-11）。 

本学大学院の創薬科学専攻で開講している「薬学総論I」では、製薬企業の研究や開発担当者を非常勤

講師として招聘し、医薬品開発の現状や課題について講義を行っている（根拠資料8-12）。本講義は世界と

日本の製薬業界の現状や問題点、規制当局との対応など、現役の業界関係者からのリアルな話が聴けると

好評であることから、2025年度は本講義を実務実習の第1期から第2期の非実施期間に開講し、臨床薬学科

5年生にも案内したところ、当該学年の31名全員聴講した。また、行政機関との連携として、福岡県庁の保健
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医療介護部から非常勤講師を招聘し、臨床薬学科4年生を対象に関連法規に係わる講義を開講している

（根拠資料8-12、資料5-2: 「社会薬学」シラバス）。 

 

【観点 8-1-2 】 

 地域における保健衛生の保持・向上への貢献として、本学附属薬用植物園の一般公開を年2回開催する

とともに、日本薬剤師研修センターの漢方薬・生薬認定薬剤師の薬用植物園実習を実施している（根拠資料

8-13）。また、地域住民への薬物乱用防止活動の一環として、福岡市や福岡市薬剤師会、福岡市内の大学

薬学部と協力し、NO DRUG，KNOW DRUGキャンペーンを実施している。2025年8月に開催したイベントで

は、本学薬学部生3名が参加しオーバードーズについて解説を行った（根拠資料8-14）。 

 

【観点 8-1-3 】 

 英文によるホームページを公開し、本学薬学部の教育や研究に関する情報を世界に発信している（根拠

資料8-15）。本学薬学部では、コンケーン大学薬学部（タイ）、チュラロンコン大学薬学部（タイ）、ナレスアン

大学薬学部（タイ）、マヒドン大学薬学部（タイ）、瀋陽薬科大学（中国）、国立陽明交通大学薬学部（台湾）、

台北医学大学薬学部（台湾）、ヘルワン大学 薬学部（エジプト）と部局間交流協定を締結している（根拠資料

8-16、根拠資料8-17、根拠資料8-18、根拠資料8-19、根拠資料8-20、根拠資料8-21、根拠資料8-22、根

拠資料8-23）。本学が掲げる「戦略的な国際連携の推進による国際協働の深化と拡大」の方針を踏まえ、薬

学部においても国際関連科目のカリキュラム見直しを行い、2025年入学者より新カリキュラムを導入した。臨

床薬学科の学生にも海外研修の機会を設けるため「国際臨床薬学研修」を選択科目として設置している（資

料2-1, P.105）。本学の短期留学プログラムや自主研修により、2023年度は8名、2024年度は4名、2025年度

は2名の学生を派遣した。留学生の受け入れについては、部局間協定を締結しているコンケーン大学、チュ

ラロンコン大学、マヒドン大学、国立陽明交通大学から、2023年度は5名、2024年度は12名、2025年度は14

名の留学生の受け入れを行った（根拠資料8-24）。 
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［ 社会連携・社会貢献に対する点検・評価 ］  

本学薬学部では、両学科のディプロマポリシーを踏まえ、研究大学としての原則を損なうことなく、教

員リソースを研究・高度教育・実務教育に重点的に配分している。そのうえで、社会連携・地域貢献・国際

交流については、教育内容と整合した範囲で必要な取り組みが実施されている。これらの活動は、学生

の専門性向上や地域医療の質向上に寄与するものであり、薬学教育上の意義を有している。 

地域医療との連携では、薬剤師会・病院薬剤師会・実務実習地区調整機構と継続的に協働し、実務

実習の円滑な実施、生涯教育の企画支援、臨床研究に係る倫理審査など、薬剤師職能の高度化に資す

る取り組みを行われている（根拠資料 8-1〜8-11）。これらは教員の研究・教育活動と関連しており、大学

と地域医療機関の双方にとって有用な相互補完的連携として機能している。企業・行政との連携におい

ても、製薬企業の研究・開発部門の担当者を非常勤講師として招聘し、医薬品開発や規制対応に関する

最新の情報を学生に提供している。また、行政機関から講師を招聘し、関連法規や公衆衛生行政の内容

を教育に取り入れるなど、産業界・行政との連携を通じた実務的視点の涵養に努めている。これにより、

社会で求められる薬剤師像との整合を保ちながら、教育内容の充実が図られている（根拠資料 8-12）。 

地域社会に対しては、附属薬用植物園の一般公開や薬物乱用防止キャンペーンへの学生参加など、

薬学部としての専門性を活かした活動を実施している。学生が啓発活動に関わる機会を設けることで、教

育的効果と社会的貢献の双方を確保している（根拠資料 8-13、根拠資料 8-14）。 

国際交流においては、アジア地域を中心とする複数の海外大学と部局間協定を締結し、学生の派遣・

受入を継続して実施している（根拠資料 8-16〜8-23）。また、国際関連科目の再編や海外研修科目の設

置により、国際化教育を体系的に整備している（根拠資料 8-24）。英文ホームページによる情報発信や

短期留学プログラムの活用により、国際的な教育交流の基盤が維持されている（根拠資料 8-15）。 

以上のように、社会連携・地域貢献・企業・行政との協働・国際交流の各活動は、研究大学としての教

員リソース配分を適切に保ちながら、薬学教育に不可欠な領域で一定の成果を挙げており、基準 8-1 が

求める要件を概ね満たしているといえる。一方で、社会連携・地域貢献における活動は個々の教員の自

発的な取り組みに依拠しており、学部全体としての体系的整理や成果の可視化については十分とはいえ

ない。今後は、既存の連携活動の目的や成果を学部内で共有し、情報を適切に整理することで、社会的

説明責任を一層強化する必要がある。 

 

＜優れた点＞  

特になし 

 

＜改善を要する点＞ 

社会連携および地域貢献の活動は、必要十分な範囲で実施されているものの、活動の多くが個々の

教員の判断や自発性に依存しており、学部全体として体系的に整理・共有されているとはいえない。 

 

［改善計画］  

社会連携および地域貢献については、現在行われている取り組みを維持しながら、既存の活動内

容・成果を整理し、学部内で共有する体制を構築する。これにより、本学部の教育理念と整合した活動

であることを明確に示し、社会的説明責任も果たす。 


